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近年、企業価値を測る指標の適用範囲は、従来の財務情報だけでなく、SDGs/

ESGやデジタルトランスフォーメーション（DX）などの経営課題への取り組みに関

わる非財務情報にも広がってきています。このような動きを踏まえ、当該分野での

取り組みをどのように進め、利害関係者にどのように情報を伝えていくか苦慮され

ている企業も多いのではないでしょうか。

PwCあらた有限責任監査法人は、こうした経営課題への対応が求められる企業

のニーズに応えるため、財務諸表監査や内部統制監査で培ったノウハウを活かし、

非財務情報を含む新たな領域においても幅広くアシュアランス業務を展開してい

ます。

本号では、このような財務情報および非財務情報の利用価値が高まっている状

況下で、これらの情報への「信頼の付与」がもたらす社会的意義および企業活動へ

の価値について改めて考えてみます。

1つ目の論考「サステナビリティ／DX（AI）が企業にもたらす機会と脅威 ─ 2022

年、東証市場再編やデジタルガバナンス・コード対応が本格化─」では、各分野の

リーダーが参加した座談会の議論を再編集し、昨今のサステナビリティに対する意

識の高まりやDXの急速な進展に企業がどう対応していけばよいのか、さらに企業

価値評価に利用される非財務情報の信頼性向上について考察しています。

2つ目の論考「企業のDXにおける現状と課題 ── 会計データの自動抽出を可能

にするシステム『Extract』の導入事例を起点に考える」では、PwCグローバルネッ

トワークが開発したシステム「Extract」の導入案件を通じて見えてきた企業のDX

推進の課題を探り、今後ますます拡大する非財務情報の開示に対して展望を示して

います。

3つ目の論考は少し視点を変えて、会計学を学ぶ大学生・大学院生向けに開催し

たセミナーの内容をもとに、「AI・テクノロジーで変わる会計／監査／人財 ── 情

報の出し手・受け手に求められる『情報を捉える視点』とは」を紹介します。会計

監査に携わり、監査業務の改革にも取り組んできた経験から、情報化社会における

情報の質を見極めるために、情報を発信する側と受け取る側の双方がどのような視

点を持つ必要があるかについて考察しています。

拡充するアシュアランス業務
──�情報の信頼性（トラスト）を担保するために�

必要なこととは
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サステナビリティ／DX（AI）が企業にもたらす機会と脅威
─2022年、東証市場再編やデジタルガバナンス・コード対応が本格化─
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※�本記事は、pwc.comの連載「サステナビリティ／DX（AI）が企業にもたらす機会と脅威」を再構成したものです。
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/column/sustainability-dx-seminar.html
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はじめに
社会と資本市場を構成する制度、企業、サプライチェーン
システムなどに求められる役割はESGやデジタルトランス
フォーメーション（DX）を切り口として近年急速に増えてお
り、その提供価値はますます多様化が進んでいます。
これらが「機会」となるか「脅威」となるかは、各企業の取

り組み方次第ですが、激しい競争を勝ち抜き、市場に残り続
けるためには「企業活動において、信頼を構築する」ことに
より、これらの脅威をコントロールし、機会を活用していくこ
とがカギとなります。
こうした背景を踏まえ、PwCあらた有限責任監査法人（以
下、PwCあらた）は、2021年11月25日、メディア関係者を
対象とするセミナー「サステナビリティ／DX（AI）が企業にも
たらす機会と脅威―2022年、東証市場再編やデジタルガバ
ナンス・コード対応が本格化―」を開催しました。監査およ
びブローダーアシュアランス（以下、BAS）業務※1で培った知
見に基づき、2022年、そしてその先に、企業にとってどのよ
うな機会と脅威があるのか、それを見据えて企業が取り組む
べきことは何か、その上でPwCあらたがどのようなサポート
を提供できるかを解説しました。
なお、文中における意見は、全て筆者の私見であることを
あらかじめ申し添えます。

	 �長く存続する企業ほど、幅広く「信頼」を
得ている

久保田：東証市場再編、ESG、デジタル――。私たちはこの
3 つが「非常に密接につながっている」と考えています。
2020 年頃から、企業が ESGやデジタルを重要な課題と捉
える動きが加速し、これに対応する形で、多様な情報が世
の中に発信されてきました。しかし、これらの中に「正確
性や信頼に足る情報」がどの程度あるかは不明瞭です。

現在、プライム市場の基準や在り方に関する議論が特に
活発に行われていますが、プライム市場とは基本的に「信
頼できる企業の場所」といえます。よって、ESGやデジタ
ルなどを含めた「総合的な信頼の確立」が、プライム市場
に上場する企業には特に強く求められるようになると考え
ています。

2021 年度、PwC はグローバルで新たな経営ビジョン

※1	 財務領域から非財務領域までにわたるアドバイザリーをはじめとした信頼づくりの支
援業務。

「The New Equation」を発 表しました。これは、今 後
クライアントが直面するであろう、相互に深く関連する

「Trust：信頼の構築」と「Sustained Outcomes：ゆるぎ
ない成果の実現」という2つのニーズに焦点を当てていま
す。ここでいうTrustは、安心・安全といった守りの意味
に加え、企業の継続的な成長に資する意思決定、投資と
いった攻めの意味も持ちます。

私たちは、今後の社会・企業は「Trust」と「Sustained 
Outcomes」の相互連関、循環によって成り立つと考えて
います。この連関性は、長寿企業にみることができます。
生き残るには信頼が必要で、幅広いステークホルダーから
信頼を得られれば、長期的に存続できるのです。そして、
このサポートにこそ、PwCの存在意義があると考えていま
す。

PwCあらたのミッションは「社会や資本市場を構成する
ステークホルダーが、各種取引や活動を円滑に行えるよう、
Trust を構築・維持するためのガバナンスの一翼を担う」
ことです。私たちは監査業務だけでなく、幅広い信頼構築
と課題解決をサポートするBAS業務を通じ、企業や社会の
信頼確保、未来において期待されるガバナンスやアシュア
ランスづくりに取り組んでいます。

	 �知見を循環させ、監査およびBAS業務の
信頼性向上に貢献する

宮村：あらゆる物事がデータ化され、サイバー空間と現実世
界が高度に融合する世界、すなわち「Society 5.0」に移っ
ていくと、既存のインダストリーの垣根を越え、顧客の趣
向性や行動様式に応じて商品・サービスが連動的に紹介さ
れ、取引されていくと考えられます。こうしたデジタルツ
イン、Society 5.0が実現されていくと、より一層さまざま
なデータの信頼性が求められるようになります。

マーケットが Society 5.0に向けて変革していくにつれ、
信頼が求められる範囲も拡大していきます。私たちは従来
から、自身の役割の1つとして財務情報の監査を行ってい
ますが、もう1つ大切な役割として、サイバーセキュリティ
やSDGs、ESG、あるいはAI、デジタルガバナンスといった

「企業価値評価に利用される非財務情報」の信頼性向上に
も貢献していかなくてはならないと考えています（図表1）。
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図表 2は、私たちが「Beyond」と呼んでいる、Society 
5.0に移り変わっていく未来で求められる「アシュアランス
の概念図」です。例えば、右のサークル内の❶は、非財務
情報に関わるBAS業務を指しています。ここでいうアシュ
アランスには、会計監査などの保証業務のみならず、保証
業務で培われた知見を活かしたアドバイザリー業務も含ま
れており、これを私たちはBAS業務と呼んでいます。

私たちがこうした業務を実際に提供し、貢献していくた
めに何よりも重要なのは「何を強みとし、活かしていくか」
に他ならないと思っています。図表 3はそれを表したもの
です。私たちは、監査をはじめとした保証業務で得た知見
を、アドバイザリー業務を含めたBAS 業務で活かし、BAS
業務で得た新しいテクノロジーに関する知見などを、将来
の監査や保証業務で活かすといった、循環・進化のサイク
ルをもって取り組んでいます。

	 �制度として求められる「非財務情報開示」
にどう向き合うべきか？

久保田：ESG 投 資や SDGs は 2020 年頃から爆 発的なブー
ム、トレンドとなり、企業のESG 対応も多く見られるよう
になってきました。こうした中、2022年4 月の東京証券取
引所の市場区分再編により、プライム市場上場会社には

「TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）またはそ
れと同等の枠組みに基づく開示」が求められることが正式
に決まりました。

これまで ESG・非財務領域の情報開示は、あくまでも
「任意」で、企業にとっては言わば「自由演技的な開示・コ

ミュニケーション」でした。ところが、コーポレートガバナ
ンス・コードの改訂や東証市場再編の中で、今後は自由演
技ではなく規定演技、つまり制度として求められることと
なります。したがって、継続的かつ組織的に、エビデンス

図表1：trust innovations journeyとは？

Today

社会のデジタル化

データの在り方

情報開示の在り方

コミュニケーションの拡充

社会の変化

Tomorrow Beyond

データを基礎とした経済活動・意思決定

ステークホルダーとの対話
ダイレクトレポーティングKAM

企業・企業グループ
とのデータ管理

企業グループ・業界の
枠を超えたデーター元管理

社会システムとしての
データ管理

主に財務情報の開示
非財務情報の

開示拡大・制度制定 持続的成長に資する情報開示

社会の要請に応じて
説明責任を果たす領域の拡大

・サイバーセキュリティ
・SDGs /ESG
・AI ガバナンス
・ISMAP　など

企業価値評価に
利用される情報

判断領域

事実確認領域リアルタイム監査

非財務情報

ステークホルダーによる価値評価や意思決定に求められる情報（信頼が求められる対象範囲の拡大）

財務情報

人財育成

ヒト テクノロジー

・財務諸表監査
・内部統制監査監査で用いられる情報

全職員 Digital & ESG 
upskilling

多様な専門知見と
デジタルサービス開発・運営能力 アジャイルサービス提供能力

trust innovations journey として、変わりゆく社会に応じて、ステークホルダーから求められる信頼を確保すべく、
未来のガバナンスやアシュアランスの実現に向けて当法人がどのように取り組んでいくか、アジャイルに作り上げ
ていく道のりを示したもの
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図表2：Beyondにおいて求められるガバナンスとアシュアランス

Beyondの世界で求められるTrustを確保するには、5つの機能提供が期待される。当法人はこの実現に向け、
trust innovationsの道のりに取り組む

設計
開発・テス

ト

デ
プ

ロ
イ

デリバリー

オ
ブ

ザ
ー

ブ

アジャイルに
改良されていく

システム・オブ・
システムズ

ビジネスエコシステム

非財務情報に
関わる

ブローダー
アシュアランス

Trust by design と
Embedded control

アジャイル・
ガバナンス

ガバナンス・オブ・
ガバナンス

リアルタイム
アシュアランス

1
4

5

2 3

積極的な PwC ブランドプロミスの遂行

3つの大きな変化と課題

ガバナンスイノベーション（アジャイルガバナンスオブガバナンス）
の一翼を担うためのアシュアランスイノベーションサイクル

価値評価目的情報の拡大

デジタル相互接続の進展

事業変革単位のマイクロ化と変革の高速化

知見領域を財務会計フォーカスから、
ESGやDXなどをはじめとした、広範囲な
テーマに展開

デジタル化され、相互接続される仕組み
の中で、設計上どこにリスクがありコン
トロール・モニタリングすべきかデザイ
ンレビューし、検証する能力の強化

分散管理されているデータアーキテク
チャを理解し、分析する能力の強化

アジャイルに変革されていく事業に関わ
るリスクを、アジャイルに評価・アドバ
イス・保証していく能力の強化

解決

社会・ビジネスシステムデ
ザインへの、コントロール
やガバナンスの組み込み

継続改良・進化する社
会・ビジネスシステム
の信頼性のタイムリー
な確保

多様なステークホルダー
が価値づけにおいて考慮
する非財務情報関連活動
に対するブローダーア
シュアランス

リアルタイムなリスク
モニタリングと、タイ
ムリーな改善適用

多種多様なプレイヤー
や技術で提供される要
素システム・サービス
の信頼性を確保する仕
組みの整備・運営・継
続改善

　

図表3：信頼の構築を実現する人財（Beyondの実現に活かす4つの強み）

当法人は、監査業務で培った強みであるアシュアランスの手法やノウハウといった実務知見および客観性を活か
し、非財務領域や DX によってアジャイルに構築・改良されていく仕組み（広義のシステム）に対する信頼づくり
に（BAS 業務を通じて）貢献していく

BAS 業務で培った強みである専門性（多種多様な技術や、そのユースケースに関わる信頼構築のノウハウ）を
もって、非財務情報に関わる監査やデジタル化された社会・システムに関わる未来の監査の実現に貢献してい
く。この循環サイクルをエンジンとして、アジャイルに取り組んでいく

チーム

Audit Experience

知見
（Experience、
技法やノウハウ）

の循環

クライアント

チーム
BAS Experience

クライアント

4つの強み

1. 専門性と品質

2. 実務知見

3. 多様性

4. 客観性と独立性

アシュアランスのメソドロジーを源泉としたガバナンスや
リスク管理、およびそのシステムやプロセス、コントロー
ル、各種会計・レポーティング、モニタリングに関する専
門性と技術。また、それを活かすことによるサービス品質
の確保

企業の抱える課題とベタープラクティス（インダストリー
の知見、企業の業務プロセスやデータ、システム、管理態
勢などに関する知見）

ガバナンスオブガバナンスの実現に必要な多様な視点や専
門性を持つ人財の育成、その活躍フィールドの提供

Trusted Advisor たるべく、企業価値の維持・向上へ客観
的目線から評価・分析／アドバイス・支援を実施
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をもって対応していくことが極めて重要です。
従来のESG 情報開示はマルチステークホルダーを対象

としており、結局、誰が何のために情報を利用しているか
が不明瞭でした。しかし、今回の東証市場再編の中で「投
資家に対する情報開示」と定められ、情報の受け手・利用
目的が明確になったことで、これまで以上に「ステークホ
ルダーに対する信頼性」が問われるようになります。

現在はまだ、開示した ESG 情報が誤っていたことで事
故が起きるようなこと、例えば企業が不正開示によって粉
飾を行い、投資家から訴訟を起こされるといったことはイ
メージしにくいと思います。しかし、今後は情報開示その
ものが投資家の意思決定に利用されるため、企業の故意／ 
過失を問わず、誤った開示が大きな不正や事故につながる
リスクは十分に考えられます。

2022 年からはプロ投資家に加え、一般投資家もESG 情
報を意思決定に織り込むようになった結果、ESG 情報の

「信頼性」が問われています。国際サステナビリティ基準審
議会（ISSB）が設立され、非財務情報の開示基準を開発
していくなど、社会のインフラが整いつつある中で、私た
ちPwCあらたは企業におけるリスクの捉え方、開示のあり
方などについて、しっかりと助言できる立場になっていか
なければならないと考えています。

	 �ESGの中核は、リスクとビジネス機会を見
極め、「戦略的競争優位」を確立すること

田原：IFRS 財団のISSB 設立によって財務・非財務情報が融
合されようとしており、まさに今「非財務情報開示に関わ
る全てのプレイヤーがアクティブとなった状況」が実現し
ました。ここからが真の意味で財務・非財務が統合された
情報開示が行われ、それをステークホルダーが意思決定に
活用していくという流れになっていきます。

このような社会環境の変化を受けて、PwC Japanグルー
プは2020年7 月、企業のサステナビリティ経営へのトラン
スフォーメーションを総合的に支援する専門組織「サステ
ナビリティ・センター・オブ・エクセレンス」を設立しまし
た。PwCあらたとしても、2021年7 月に「ESG戦略室」を
設置し、監査やESG 財務報告の品質向上に寄与する活動
を推進しています。

ESG 戦略室では監査／BAS 業務の観点から、企業がス
テークホルダーに対して信頼を構築するために、PwC が
何をどのように支援できるかという戦略を策定し、実践
しています。その施策の 1 つとして、2021 年 10 月6日付

で公表したとおり、バリューレポーティング財団が実施し
ているサステナビリティ会計の資格「Fundamentals of 
Sustainability Accounting（FSA）Credential」の保有者
を、今後 3年のうちにグループ全体で200 人以上に拡大す
る計画を策定しました。

これまでの社会・環境問題に関する対応は、あくまでも
リスクマネジメントとしての施策でした。それが時代とと
もに変遷し、オペレーションの改善につながる施策にシフ
トしています。

例えば「環境マネジメントシステムに関する国際規格
（ISO14001）を取得すれば、環境負荷が下がるとともにコ

スト削減につながる」ことや「労働安全衛生の基準を取得
すれば、従業員の健康も守れ、企業も健康を担保するコス
トの削減につなげられる」といったような、オペレーション
の改善とサステナビリティがアラインするところで打ち手
を探ることがESGの中核となりました。

今後、ESG 領域は「戦略的競争優位の領域」となると考
えます。これは中長期的な社会・環境課題の中に自社に
とってのリスクとビジネス機会を見極め、リスクを低減さ
せつつ機会を最大限活用することで、企業として中長期的
に成長していく姿勢こそがサステナビリティ・ESGの根源
であることを意味しています。この領域に企業が進んでい
くにあたり、監査法人には果たすべき役割が非常に多くあ
ると考えています。

例えば、財務・非財務情報の融合では、統合思考、統合
マネジメント、統合報告の実践が当たり前となっていきま
す。現在の統合報告は「合体されただけ」で、まだ真の意
味での統合とはいえません。これが企業の情報開示の仕
組みとして統合される中で、企業の情報・活動に対して信
頼性をどのように担保・付与していくのかというところが、
私たち監査法人の大きな役割になると考えています。

ESGは、企業にとってステークホルダーの信頼を得るた
めに非常に重要な領域となります。信頼を軸として社会に
大きな変化が起きる中で、私たちは PwC のパーパスであ
る「社会における信頼を構築し、重要な課題を解決する」
ことを実践することで、社会のために貢献していきます。

	 �AI活用における「正と負のインパクト」を
理解し、対応するガバナンスを構築するこ
とが重要

鈴木：2021 年は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
がもたらした物理的・時間的制約を背景に、社会全体で



特集：Data for Innovation 特集：拡充するアシュアランス業務

11PwC’s View ─ Vol. 39 | July 2022

デジタルトランスフォーメーション（DX）が加速しました。
企業にとっては、政府が 2020 年に発表した「デジタルガ
バナンス・コード」や「DX 認定制度」への対応を求められ
た年ともいえるでしょう。今後はさらに一歩踏み込んで「AI
とデータの信頼性、ガバナンス」が問われるようになると
みています。

AIは今後、世界各国のGDPを押し上げるキーになると
いわれている反面、「人の権利や尊厳、財産の棄損」を起こ
すリスクもあります。

例えば、インターネットの「レコメンデーションエンジ
ン」にはAIが用いられているケースが多く、ユーザーの指
向性に基づいたコンテンツを優先的かつ自動的に届けてく
れます。ユーザーはニーズに合う情報を入手しやすい一方、
自身の価値観と異なる情報にふれ難く、そうした情報の存
在すら知りえない状況に陥る可能性もあります。レコメン
デーションエンジンを活用した各種サービスが拡大してい
くと、世の中は「多様性」を失ってしまうリスクが想定さ
れます。

その他には、AI導入時に設定したアルゴリズムが誤って
いたことで、集計すべき財務・非財務の情報の識別を誤り、
投資家やステークホルダーの意思決定がミスリードされる
といったリスクも想定されます。実際、海外では金融商品
の取引に係るアルゴリズムが間違っていたことから、訴訟
問題に発展したケースも出ています。AIは今後あらゆる分
野に導入されていくと思いますが、それぞれのシーンで多
様かつ大きなメリットが期待される一方で、そのリスクに
備える必要もあります。

宮村：企業が「AIに関わる信頼」を構築するには、AI 活用に
おける「正と負のインパクト」を正しく理解し、その質と大
きさに応じたガバナンスを行っていく必要があります。

このコンセプトを具 現 化したものが、経 済 産業 省が
2021年7月に公表した「AI原則実践のためのガバナンス・
ガイドライン ver. 1.0（以下、ガイドライン）」であり、これ
は私が委員として参加している「AI 原則の実践の在り方に
関する検討会」およびガイドラインのワーキンググループ
が提示したものです。AIによるイノベーションと社会的メ
リットを不合理に阻害せず、ステークホルダーからの信頼
を構築・維持しながら、AI活用を進めることが重要なので
す。

	 �DX時代に欠かせない「アジャイルなガバ
ナンス」とそれを支える「アジャイルなア
シュアランス」

宮村：今後 DXによりあらゆる物事のデータ化が一層進み、
サイバー空間（仮想空間）に蓄積したビッグデータをAIが
解析してフィジカル空間（現実空間）にフィードバックす
る「Society 5.0」の世界に向けて、データや AI を用いた
サービスが加速していくでしょう。

あらゆる物事がデータ化・デジタル化される世界におい
ては、サービスのユースケースや設計に一度深刻な不具
合が入り込んでしまった場合、AIやデジタルの特徴である

「オートメーション（自動化）」「スケーラビリティ（拡張性）」
が悪い方向に作用し、人がもたらすものより甚大なインパ
クトが生じるリスクが想定されます。企業はサービスの設
計段階から「信頼・ガバナンスを担保する仕組み」を取り
入れた上で、サービスを普及促進・拡大していく必要があ
ります。

あわせて、今後は「アジャイル・ガバナンス」という考
え方も非常に重要になります。これは、ある課題につい
て関係する全てのステークホルダー（マルチステークホル
ダー）とコミュニケーションをとりながら、継続的かつ高
速に「環境リスク分析 −ゴール設定−システムデザイン−
運用−評価・改善」のサイクルを回転させていくガバナン
スモデルであり、ガイドラインにも採用されています。

これまで、企業は法制度に則ってビジネスを展開するこ
とが前提でした。しかし、世の中の動きが速くなり、多様
なサービスが次々とローンチされ、このスピードに法制度
が追いついていない現状があります。そこで政府も政策効
果の測定に関するデータを用いて事実・課題を把握し、合
理的根拠や実態に即した政策の検討を始めました。これは

「エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング（証拠に基
づく政策立案）」と呼ばれており、まさにアジャイル型の政
策立案につながるものともいえるでしょう。

企業側もマーケットの環境変化を先読みし、一度構築し
たサービスやシステムをアジャイルに改良していかなけれ
ばなりません。今後、法制度もアジャイルに改良されてい
く方向性の中で、企業には「アジャイルなガバナンス」が
求められています。そして、各種ガバナンスを支える私た
ち監査法人は、これに応じて「アジャイルなアシュアラン
ス」を提供していく必要があります。

激しい環境変化に応じたアジャイルな事業改良は、まさ
に企業の生き残りや企業価値の維持・向上に直結するた
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め、その監視・評価・方向づけを行うガバナンスは、より
一層重視されることになります。

各領域におけるデータ＆AIガバナンスの在り方を今後検
討・実現していくには、ステークホルダーの目線から各種
インダストリーの制度・特徴、セキュリティ、クラウド、業
務プロセス＆ルール、会計など、まさにあらゆるテーマの
ガバナンスを統合的に監視・評価・方向づけできる人財が
必要です。

2021年は包括的データ戦略やガイドラインが公表され、
デジタル庁が設立されました。今後、AIガバナンスにも密
接に関わる「Data Free Flow with Trust（DFFT）※2」の実
現に向けた動きも加速することが見込まれます。これらを
受け、企業レベルでもAI倫理やAIガバナンスへの取り組み
が本格的にスタートすると考えています。

あわせて、ある1箇所におけるデータやAIの信頼性が損
なわれた場合、関連しているシステムオブシステムズ全体
に影響が伝播してしまう「システミックリスク」への対応
も重要になるでしょう。こうした流れの中で、私たちは先
程ご説明したBeyondで求められるガバナンスやアシュア
ランスに関するイノベーションの取り組みを一層加速して
いきます。

	 �「リアルタイム監査」の実現には、企業も
監査法人も変革が必要

近藤：PwCあらたは2016年に「AI監査研究所」を立ち上げ、
テクノロジーを活用した監査業務の在り方を探求してきま
した。今回はさまざまな取り組みを通じて私たちが実感し
た「現行の監査業務における課題」や、その解決に資する
PwCのリアルタイム監査、AI活用の進捗などをご紹介しま
す。

まず、現行の監査業務における課題は主に2 つあり、1
つ目は「紙面資料を前提に、企業および監査法人の業務が
組み立てられていること」です（図表4）。

その代表例が、企業のシステムから出力したデータと、
データを裏づける請求書や契約書などの証

しょう

憑
ひょう

書類との整
合性を確かめる「証憑突合」という監査手続です。

この手続では従来「判が押された紙の証憑書類」を閲覧

※2	 2019 年1 月のダボス会議において、日本から世界に発信された「プライバシーやセ
キュリティ・知的財産権に関する信頼を確保しながら、ビジネスや社会課題の解決に
有益なデータが国境を意識することなく自由に行き来する、国際的に自由なデータ流
通の促進を目指す、というコンセプト」

	 出所：高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部官民データ活用推進戦略会議「デ
ジタル時代の新たなIT政策大綱」（令和元年6月7日）

	 https://www.gyoseiq.co.jp/wp-content/uploads/it-measures_2019_01_01_01.pdf

することが多く、企業への提出依頼や収集、目検、共有と
いった前処理に多くの時間を要してきました。新型コロナ
ウイルス感染症（COVID-19）によるリモートワークの拡大
を受け、企業が紙面資料を扱うことは減りつつありますが、
結局「紙が電子ファイルに変わっただけ」で、未だ表計算
ソフトへの入力などが必要なケースが多いのが現状です。

2 つ目の課題は「企業のデータのフォーマットや粒度が
統一されておらず、データを加工・分析する前処理に多く
の工数を要すること」です。

監査法人は企業から入手したデータを、用途に応じて
加工してから監査手続を始めます。しかし、企業ごとにシ
ステムやデータの仕様が異なるケースも多く、データの整
理・入力といった前処理に時間を要してしまいます。その
上、データがシステムから正しく出力されたものか、デー
タそのものの信頼性を確認しなければならない場合もあり
ます。

こうした「前処理」に費やす時間は、一般的に監査全体
の3 〜 4 割を占めるともいわれていますが、前処理は「本
質的な監査業務」ではありません。PwCあらたは前処理の
時間削減に向け、特に「標準化」と「自動化」の両面から
アプローチを進めることで、図表 4 下部の「将来」の部分
で示している在り方を目指しています。

企業の資料・データは千差万別で、年度によってその見
え方が異なることもあります。単に自動化するだけでは毎
年メンテナンスを行う必要があるため、標準化と組み合わ
せることが重要なのです。

久保田：私たちは、左の「被監査対象」の多様なデータが右
の「監査法人」に自動連携される際、中央にあるデータプ
ラットフォームがデータを標準化・蓄積するという「リア
ルタイム監査」を目指しています（図表5）。

会計システムごとにデータの仕様や出力形式は異なりま
すが、仕訳の日付や勘定科目、金額、起票者、承認者など
の情報は必ず入力されています。私たちは、こうした「ど
のシステムにも存在するデータ」をPwCグローバル共通の
データモデルに合わせて扱いやすいように標準化し、分析
などに活用しています。

リアルタイム監査の実現には、企業側のデジタル化や
データ標準化も重要です。データが企業の保有段階から
標準化されていると、一連の監査業務をさらに迅速化でき
ます。現在、データの自動連携から標準化までクリック1
つで1 〜 2時間で行えている事例もある一方、手作業が一
部必要になるために10営業日を要してしまうという事例

https://www.gyoseiq.co.jp/wp-content/uploads/it-measures_2019_01_01_01.pdf
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もあります。手作業の必要性が残っていれば、当然、リア
ルタイム監査は難しくなります。

企業にとって「デジタル化」は喫緊の課題ですが、デジ
タルや自動化のメリットを最大限獲得するには「標準化」
も不可欠です。標準化されたデータはコンピューターで処
理しやすく、適切な分析結果も導きやすくなり、AIの正し
い学習を促します。データの標準化は企業・監査法人の双
方に大きなメリットがあるのです。

PwCあらたは世の中の標準化に関する取り組みに積極
的に関与しており、官民で進めている全銀 EDIシステムや
電子インボイス推進協議会などにも参加・協力していま
す。社会全体で標準化に取り組むことは DX だけでなく、
その前提となる「情報の信頼性確保」につながると考えて
います。

近藤：最後に、自動化・標準化の先にある「未来の監査」に
資するものとしてPwC が開発を進める、AI を活用した監
査ツール「Cash.ai」をご紹介します（図表6）。

「Cash.ai」は、現金及び預金の監査手続を自動化する
ツールです。AIを活用して銀行・被監査対象のデータを読
み込み、その上でデータを標準化し、監査手続を自動で実
施して文書化まで行います。

開発当初は、データを読み込む部分で相当の補正を要し
ましたが、機械学習を重ね、精度を高めることができまし
た。PwC英国などでパイロットテストが進んでおり、2021
年には「人間による監査よりも品質が高い」という結果が
得られ、非常に将来性が期待されています。

日本での導入に向けては、銀行・被監査対象のデータ
を数多く学習させることが必要です。その上で十分な精度

図表4：現行の監査業務における課題

紙面資料を扱うことが前提となっており、人の手を多く介在させなければならない
関係者のデータ共有に多くの工数がかかる
データのフォーマットや粒度が統一されておらず、加工の前処理に多くの工数が必要
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を達成できる見込みが立てば、近い将来に実用化できると
考えています。この点においても、企業側で資料やデータ
の標準化が進んでいれば、精度の向上は早まるとみていま
す。

久保田：本シンポジウムでは「信頼」をキーワードに、4つの
セクションを通じて「サステナビリティ」と「DX（AI）」が
企業にもたらす機会と脅威についてご説明しました。図表
7にて、企業が 2022 年およびその先に検討すべき事項を
まとめています。

コーポレートガバナンス・コード改訂や東京証券取引所

の市場区分再編の中で、従来の「自由演技的な開示・コ
ミュニケーション」は通用しなくなってきており、開示内
容や各種ガバナンスの信頼に対する要求が高まっていま
す。その要求に明確に応えられる企業にとって今は飛躍の
時期となり、ブランドイメージをも一変させる機会となる
でしょう。

しかし、その要求に応えられない場合はビジネス全体に
悪影響が生じるでしょう。これまで、財務情報の開示ミス
は「会計上の問題」と捉えられてきた側面がありますが、
非財務情報の開示ミスは企業・事業そのものへの脅威にな
り得ます。デジタル化の遅れ・失敗は、致命的な経営リス

図表5：人とテクノロジーが共創した「リアルタイム監査」

被監査対象と監査法人の間でのデータ自動連携により、
取引発生の都度、AI がデータ分析・異常検知を実施

検知された事象の検証や会計上の見積りなど判断を伴う領域について、
被監査対象と監査法人との密なコミュニケーションが重要

被監査対象と監査法人が、ともに変革する必要がある

Extract

Connect

Data Platform

データ
標準化

密なコミュニケーション

データ
蓄積

データ
自動連携 Halo

AI

リアルタイムな
データ分析

・異常検知

被監査対象

クラウド型ERP

デジタル化された
証憑書類

高度化・自動化された経
理業務

・自動仕訳
・開示書類の自動作成

Aura

監査業務変革専任者

EPQ

Digital
Lab

データ
分析
ツール

電子
確認状
システム

データ
可視化
ツール

テクニカル・コンピ
テンシー・センター

VR、ブロックチェーンなど
の新技術

RPA

監査法人

オンライン監査プラット
フォーム

デジタルトランスフォー
メーション推進体制

標準化・自動化された監
査業務

多様なプロフェッショナル

テクノロジーを活用した
監査業務

デジタル時代に向けたカルチャー醸成

監査人は、被監査対象との
コミュニケーションを踏まえて
最終的な判断を担当

事実確認業務
→テクノロジーの活用により、
　自動化
判断業務
→AI によるデータ分析・異常
　検知

1.

2.
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図表6：PwCのAI - Cash.ai

Aura
Platinum

Aura
Platinum

Connect

被監査対象の基本情報

外部公表データ

総勘定元帳／現金出納帳

銀行勘定調整表

銀行残高証明書

銀行確認状

その他補足データ

Cash.ai による現金及び預金に関する
監査手続フロー

AI による
データ読込

データ
フォーマット
の自動変換

AI による
監査手続
の実施

監査手続
結果の自動
文書化

Cash.aiは、人工知能（AI）を活用して被監査対象の文書を自動で
読み込み、理解し、テストまで行います。処理可能な文書は、決算
書の現金及び預金残高、銀行勘定調整表、銀行残高証明書、為替
書類、銀行の財務状況などで、実質的に現金及び預金に関する全
ての監査手続を完了することができます。

図表7：サステナビリティ／DX（AI）が企業にもたらす機会と脅威

機会 脅威

ESG 施策の取り組みの開示による、ステーク
ホルダーエンゲージメントの強化・拡大

ESG 施策を通じた企業価値の向上

企業の枠を超えたデータ共有による事業効
率の向上や、エコシステムコラボレーション
の展開

AI をはじめとしたデジタルを用いオペレー
ションのエクセレンス化

デジタルを用いた、既存のマーケットセグメ
ントを超えた新たなビジネスモデルの構築

ESG 施策開示の遅れやミスリードによる、
ステークホルダーエンゲージメントの低
下・縮小

ESG 施策の遅れや、舵取りミスによる企業
価値の低下

企業の枠を超えたデータ共有への参画遅れ 
などによる事業効率の低迷や、エコシステ
ム参画の逸機

AI をはじめとしたデジタル活用遅れによる
オペレーションの競争力低下

デジタルディスラプターの侵出による自社
の 市場シェア低下

経営環境変化の流れを、企業がどのように受け止め、舵取りを行うか
そのガバナンス力、将来事業のTrustを確保するための意思決定力が問われてくる
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クに発展しかねません。だからこそ「信頼を確保するため
の仕組み」を事業戦略あるいはガバナンスの中に組み込ん
でいくことが重要なのです。特にプライム市場上場会社に
は、本シンポジウムでお伝えした内容は「経営の前提」と
して実現することが求められていきます。

PwCあらたはこうした背景を踏まえ、社会や資本市場を
構成するさまざまなステークホルダーが各種取引や活動を
円滑に行えるよう信頼を構築し、維持するためのガバナン
スの一翼を担い、企業あるいは社会そのものと多様な課題
の解決に取り組んでまいります。

久保田 正崇（くぼた まさたか）

PwCあらた有限責任監査法人 
執行役副代表（アシュアランスリーダー／アシュアランス変革／企画管
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内部統制・コンプライアンスに関わるアドバイザリー業務を経験。帰国
後、2006年にあらた監査法人（現PwCあらた有限責任監査法人）に入所。
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組織再編、開示体制の整備、コンプライアンスなどに関する監査および
多岐にわたるアドバイザリーサービスを得意とする。2019 年 9 月に執行
役専務（アシュアランスリーダー／監査変革担当）に就任。監査業務変
革部長、会計監査にAIを取り入れ監査品質の向上や業務効率化を目指す
AI監査研究所副所長を兼任。
メールアドレス：masataka.m.kubota@pwc.com

宮村 和谷（みやむら かずや）

PwCあらた有限責任監査法人　
フィンテック＆イノベーション室長（Co-Lead）
システム・プロセス・アシュアランス部　パートナー
大手電気通信事業者においてITコンサルタント、アーキテクトとしてエ
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トン事務所に出向し、現地監査コアチームメンバーとして米国SEC 登録
企業などの監査業務を経験。
帰国後は PwCあらた有限責任監査法人において、国内上場企業、海外
上場企業（米国SEC登録企業を含む）、外資系国内企業の会計監査業務、
J-SOX/US-SOX監査業務など、数多くの金融商品取引法監査および法定
監査業務に従事するとともに、システム・プロセス・アシュアランス部門
において会計監査目的のシステムレビューや、内部監査などのアドバイ
ザリー業務、IFRS新規適用のアドバイザリー業務を経験。
現在、国内上場企業の監査責任者としてJ-SOXを含む会計監査業務に携
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企業のDXにおける現状と課題
──�会計データの自動抽出を可能にするシステム「Extract」

の導入事例を起点に考える

はじめに
日本企業において、老朽化・複雑化・ブラックボックス化

した既存システムのデジタル・トランス・フォーメーション
（DX）を本格的に進めたとしても、データの利活用・連携が

十分に実行できないため、その効果も限定的であるという問
題が指摘されています。データの利活用を促進するためには、
まずはデータの連携や標準化が重要になります。

監査業務におけるデータ自動連携と標準化を実現する取り
組みの1つが、2020年7月より運用を開始した「Extract」で
す。これはPwCが開発した独自のツールで、被監査会社の
ERP（統合基幹業務システム）から会計データを自動抽出し、
PwCのセキュアなデータプラットフォームにデータを連携す
ることを可能とします。本稿では、Extractをはじめとするテ
クノロジーを活用することで監査がどのように変わっていく
のかについて解説します。

文中における意見は、全て筆者の私見であることをあらか
じめ申し添えます。

1	 Extractとは

Extractは、PwCが開発した、被監査会社のERPから会計
データを自動で抽出するシステムです（図表 1）。データは暗
号化・圧縮され、PwCのセキュアなデータプラットフォーム
に連携されます。これまで手作業で実施されていたデータの
取得を自動化し、データ提供プロセスを簡素化することで、
被監査会社と監査人の双方の時間を削減します。連携され
たデータは一定のフォーマットに変換され、データプラット
フォームにデータを蓄積し、全ての監査業務で使用するPwC
の電子監査調書システム「Aura」などと連携することにより、
監査の効率化・高品質化を実現します。

Extract導入以前は、監査手続に必要なデータの提供依頼
を監査チームから受け取った後、被監査会社が手動でデータ
をERPなどのシステムから抽出するという流れでした。抽出
したデータをそのまま提供できる場合ばかりではなく、指定
のフォーマットへの変換を依頼しなければならない場合もあ
り、被監査会社の担当者にとって大きな負担となっていまし
た。

Extractは、データの抽出や標準フォーマットへの変換、監
査チームへの送信といったプロセスを自動化することができ
ます。既に導入済みの被監査会社では、Extractを用いて一
部のプロセスの自動化を実現しています。

2	 �Extract導入による仕訳テストの自動化と適時モニタリング

仕訳テスト※1は、一定の期間内に計上された仕訳に対して
まとめて行われるのが一般的です。被監査会社から年間の

※1	 仕訳テストとは、経営者による内部統制の無効化に関係したリスク対応手続の一環で
あり、監査人が財務諸表作成プロセスにおける重要な仕訳入力およびその修正につ
いて検証する手続を言います。

PwCあらた有限責任監査法人
コンプライアンス・テクニカル・ソリューションズTCC部
パートナー　尻引 善博
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仕訳データを入手し、その仕訳データが漏れなく抽出されて
いるかを確かめた上で検証を開始するため、事前準備に1 週
間程度かかることもあります。網羅的に仕訳データが抽出で
きていない場合や決算整理仕訳を追加で計上した場合など、
何度も仕訳データの抽出、標準フォーマットへの変換、監査
チームへの送信を繰り返すことがあり、これらは、期末監査
の限られた期間において被監査会社・監査チームともに多大
な負担を感じるプロセスです。

Extractを導入することで、被監査会社の担当者の手を煩
わせることなく、監査手続を開始するまでに必要なプロセス
を自動で行い、すぐに異常な仕訳の抽出や裏付け資料の閲覧
といった本質的な業務に取り掛かれる環境を作り出すことが
できます。また、異常な仕訳に対して監査人が迅速に対応で
きるようになり、監査品質の向上が期待され、監査人の適時
モニタリングによる業務の前倒しにもつながると考えられま
す。

3	 企業のDXにおける現状と課題

被監査会社とともにExtract導入のための検討を進めてい
く中で、新たなテクノロジーの導入効果を得るにはいくつか
課題があることが明らかになってきました。

（1）データの精度
まずはデータの精度の課題です。例えば、購買プロセスを

分析する場合、仕入先のマスターデータと連携させて分析を
実施しますが、支払い条件や仕入先区分などのマスターデー

タが適切に運用されておらず、分析に必要なデータを入手で
きないことがあります。実際に、企業によってはマスターデー
タを参考情報程度にしか利用していないケースがまだまだ散
見されるため、今後改善すべき課題と言えます。

（2）データ形式
2つ目はデータ形式の課題です。詳細な分析を行うには取

引単位でのデータが必要になりますが、会計システムへの登
録が取引単位で行われていないケースがあります。例えば、
購買システムと会計システムが別々に運用され、月次バッチ
処理で合計仕訳が起票されるような場合、会計システム上の
データだけでは取引単位で分析することができません。取引
単位の分析を行うとしたら会計システムと購買システムの双
方のデータを抽出することが前提になりますが、抽出の仕組
みが複雑化し、抽出したデータの信頼性を担保することが容
易ではなくなります。

日系企業は販売管理システムや購買管理システムが会計
システムとは分かれているケースも多く、これらを統合して
いくことも今後の課題となります。

（3）プロセスのデジタル化
最後はプロセスのデジタル化の課題です。データの抽出や

分析にテクノロジーを活用する場合、システム内でデータと
して記録が残っているプロセスしか扱えません。例えば、紙
の書類に押印するといったシステム外での承認を行う場合、
承認に関するデータ自体が存在せず部分的にしか分析でき
ないため、分析から得られるインサイトも限定的になります。
今後の課題として、あらゆる業務プロセスをシステム内で行

図表1：Extractの特徴

豊富なインストールオプション

被監査会社システム環境へのイン
ストール、PwCのシステム環境と被
監査会社のシステム環境の接続な
どに応じたインストール オプション
を提供

簡単な抽出設定

PwCが作成した抽出条件ファイル
をExtractに設定するだけで、プロ
グラミングを用いず容易に抽出条件
の設定が可能

セキュアな自動連携

セキュアな暗号化・ファイアウォー
ル設定を用いて、ExtractからPwC
のシステム環境へ、自動でデータ
を連携

Extract被監査会社
会計システム Data Platform
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いデータ化することが挙げられます。

これらの課題を解決するには、被監査会社のデジタル化を
強力に推進する必要があります。監査業務のデジタルトラン
スフォーメーション（DX）は、被監査会社と監査法人の二人
三脚で進めることが重要になります。

4	 �テクノロジーの導入がもたらす監査法人の変化

現状、標準的な業務プロセスにおける会社内部のデータ同
士の連携による分析を中心にテクノロジーの導入が進んでい
ます。被監査会社および監査法人双方のDXがさらに進展し
ていくと、公開されている外部データとの連携や新たなテク
ノロジーにより監査業務の変革が一層進んでいくでしょう。

そして、被監査会社の競合他社の公表データと連携すること
で監査のリスク評価を行ったり、金融機関の入出金データと
連携することで売上や仕入の取引テストを自動化したりする
ことも可能になるかもしれません。また、AIを活用した不正
取引検知ツールの高度化によって不正の早期発見も期待で
きます。

DXに係る取り組みは企業によって温度差があるものの、
デジタル化は今後ますます進展していくと想定されます。DX
を推進する際は、個社だけで取り組むのではなく、競合他社
との協調領域の形成やDX 推進にあたり対等な立場で伴走で
きる企業とのパートナーシップの構築が重要になります。監
査法人も企業とともに DX を推し進める存在となるために、
時代の変化に柔軟に対応できるように自らを律していきたい
と思います。

尻引 善博（しりびき よしひろ ）

PwCあらた有限責任監査法人　
コンプライアンス・テクニカル・ソリューションズTCC部
パートナー
1998 年、青山監査法人監査部に入所、製造業を中心としたグローバル
企業の会計監査業務、内部統制報告制度に基づく内部統制監査および
導入・改善支援やIFRS 導入アドバイザリー業務に従事。2006 年あらた
監査法人入所後、2013年1 月よりPwCインド（バンガロール事務所）へ
赴任。PwCインドにおいては、南インドを中心に監査・税務・アドバイ
ザリーを幅広く担当し、2015年7月に帰国。会計・税務に関するセミナー
講師および会計・税務の翻訳・執筆も行っている。2018 年 7 月よりイン
ドデスクリーダーを担当。2019年7 月、監査業務変革のための業務標準
化と効率化を目的として、テクニカル・コンピテンシー・センターを立ち
上げ、リーダーを担当。
メールアドレス：yoshihiro.shiribiki@pwc.com
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AI・テクノロジーで変わる会計／監査／人財
──�情報の出し手・受け手に求められる「情報を捉える視点」
とは

はじめに
デジタル化の進展により、デジタル化された情報が瞬時に
オンライン上で流通・共有され、容易に複製されるようにな
りました。情報伝達コストの低減により利便性が高まる一方
で、フェイクやデマといった誤った情報も瞬時に拡散され、
社会的な混乱を招く事態も実際に発生しています。情報の出
し手・受け手ともに、情報の真偽を見極めた上で情報を発信
または活用するといったリテラシーの向上が求められていま
す。
2022年2月5日、「AI・テクノロジーで変わる会計／監査／
人材」をテーマに、会計学を学ぶ大学生・大学院生に向けた
特別セミナーをオンラインで開催し、全国から113名の学生
に参加いただきました。本セミナーでは、❶会計を学ぶこと
の有用性、❷監査を学ぶことの重要性、❸これからの時代に
求められるスキルの3点について、会計監査の経験と監査業
務変革の取り組みを踏まえて講演を行いました。本稿は、当
日の講演の要点をまとめた上で、これからの時代における情
報との付き合い方について考察します。
文中における意見は、全て筆者の私見であることをあらか
じめ申し添えます。

1	 �「情報を捉える視点」を養うという観点で会計・監査を学ぶ意義がある

「将来的にAIに代替されると言われている会計を、これか
ら学ぶ意義はあるのでしょうか」。このような質問を、会計学
を学ぶ大学生・大学院生から受けることがあります。会計士
を目指す受験生の中には、AIを会計監査で当たり前に活用す
るようになったときの会計士のあり方について不安を抱いて
いる人も少なくありません。会計仕訳の起票ひとつとっても、
従来は取引明細の取得から仕訳の起票までヒトが行っていま
したが、会計システムと連携した銀行口座やクレジットカー
ドの取引情報を一括で取得し仕訳を自動起票できるようにな
るなど、テクノロジーの利活用が進んでいます。テクノロジー
で自動化可能な領域においては、ますますヒトが介在する余
地が少なくなっていき、ヒトが担う役割の大部分が、テクノ
ロジーが処理した結果を評価し判断することに集約されてい
くでしょう。このような時代だからこそ、「情報を捉える視点」
を養うという観点で、会計・監査を学ぶ意義があると考えて
います。

❶ 会計を学ぶことの有用性
企業の実態を貨幣を単位として表現するのが、会計です。

企業が行う全ての活動は最終的にお金の移動を発生させ、会
計のルールに従い財務情報として表現されます。裏を返せ
ば、会計の知識があれば、財務情報からどのような取引が行
われたのかを推測することや、企業の財政状態、経営成績、
キャッシュ・フローの状況を把握することができます。数値
化された情報は比較や分析が容易であり、会計の知識と組
み合わせることで、状況に応じた適切な意思決定を行うこと
が可能になります。このような特性がある会計は、社会人に
とって大切な要素として、英語やITと並んで「社会人の三種
の神器」に挙げられます（図表1）。

PwCあらた有限責任監査法人
アシュアランス・イノベーション&テクノロジー部 
マネージャー　玉井 暁子
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❷ 監査を学ぶことの重要性
財務情報から実態を把握し、意思決定に役立てることがで

きるのが会計の知識だとすれば、その意思決定に使う情報そ
のものが信頼し得るものなのか判断するときに役立つのが監
査の知見です。監査は、情報の信頼性（トラスト）を高める
ものと言えます。

監査が情報の信頼性（トラスト）を高めるとはどういうこ
とか、ディスクロージャー制度を例に考えます。ディスクロー
ジャー制度の主たる当事者として、情報を利用して企業に資
金を提供する投資家、情報を開示して資金を調達する経営

者、および両者の間に介在し、保証業務を通じて情報の信頼
性を高める監査人の3者が挙げられます（図表2）。

投資家が企業に資金を提供する際、企業の将来を予測す
る上で企業の現状に関する情報が必要になるものの、その情
報を入手する機会について、投資家と経営者の間には大きな
格差があるのが一般的です。投資家と経営者の間にある情
報の非対称性を緩和し、証券の円滑な発行や流通を実現す
るため、企業が資金をどのように投資し、実際にどれだけの
成果を上げているのかについて情報開示を促すことが、ディ
スクロージャー制度の存在意義となります。

図表2：ディスクロージャー制度

説明責任 自己責任
原則

情報を利用して
企業に資金を提供

期待：投資家が役割を果た
すのに必要な情報を開示
目的：原則として現在までに
生じている事実を開示
→不正があると……

独立した第三者の立場から保証業務
を通じて投資家が必要とする情報を
経営者が適切に開示しているかを確
かめ、情報の信頼性を高める

情報を開示して
資金を調達する

連
携

経営者 投資家

資金提供

監査人

情報開示

保証業務

出所：企業会計基準委員会「討議資料　財務会計の概念フレームワーク」（2006年12月）　https://www.asb.or.jp/jp/wp-content/uploads/begriff_20061228.pdf

図表1：社会人の三種の神器 ・ 会計と監査の関係

英語

会計

社会人

IT

企業の実態
（財政状態、経営成績、キャッシュフローの状況）

貨幣を単位として記録・計算・管理

会計 監査

会計と監査の関係社会人の三種の神器

https://www.asb.or.jp/jp/wp-content/uploads/begriff_20061228.pdf
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経営者により開示される情報は、原則として現在までに生
じている事実であることが求められています。そして、経営
者は、投資家をはじめとするステークホルダーに対し、自社
の状況について正しく情報を説明する責任（アカウンタビリ
ティ）を負っています。しかし、経営者には自己または自社
の利益を図る上で事実を歪めた情報を開示する誘因があり、
自ら作った情報の正しさを自ら証明することはできません。
そこで、経営者は、独立した第三者である監査人に証明（保
証業務）を依頼します。

財務情報・非財務情報に関わらず、仮に経営者が開示す
る情報に誤りがあった場合、そしてその誤りが意図的なもの

（不正）であった場合、虚偽の表示がもたらす負の影響は誤っ
た情報を開示した企業にとどまらず、市場そのものに対する
投資家からの信認を著しく低下させることになります。だか
らこそ、市場の仕組みとして保証業務が組み込まれており、
独立した第三者である監査人が経営者が適切に開示してい
るかを確かめ、「適正」か「不適正」を意見として表明します。

監査人は情報の信頼性をどのように確保しているのか、リ
スク・アプローチの考え方を踏まえて紹介します。

監査は、リスク・アプローチを採用し、全ての項目に対し
てまんべんなく監査を行うのではなく、経済環境、企業の特
性などを勘案して、財務諸表の重要な虚偽表示につながる
リスクのある項目に対して重点的に監査資源を投入し、効果
的・効率的に実施します。これは企業が財務情報を作るとき
とは逆の視点で情報を見ることを意味しています（図表3）。

提供された情報がどのように作り上げられたものなのか
遡っていき、必要に応じて裏付けとなる情報を確認した上で、
信頼し得る情報なのかを判断するという視点は、情報があふ
れかえる現代において「情報を捉える視点」としてより一層
重要になると考えています。

2	 これからの時代に求められるスキル

日本政府はサイバー空間とフィジカル空間を高度に融合さ
せたシステムによって開かれる社会「Society 5.0」※1 の実現
を目指すとしており、今後ますますテクノロジーの活用を前
提とした世の中になっていくと思われます。しかし、AIの技
術がどんなに進歩したとしても、全てがテクノロジーに取っ

※1	 内閣府「Society 5.0」
	 https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/

図表3：リスクアプローチ

監査

企業

リスクアプローチ

公表データ外部とのやり取り

注文書 見積書

請求書 検収書

配送伝票 船荷証券

証憑書類 取引データ 会計データ 貸借対照表、損益計算書、 
株主資本等変動計算書など

内部データ

受注データ
1 月 10 日　取引先 A
製品 A　1 個　@100　100
1 月 15 日　取引先 B
製品 A　2 個　@100　200
 ：

仕訳データ
（借方）売掛金（製品 - 国内） 100
（貸方）売上（製品 - 国内） -100
（借方）売掛金（製品 - 海外） 200
（貸方）売上（製品 - 海外） -200

 　：　　　　　：　　　　　   ：

出荷データ
1 月 11 日　取引先 A　 
製品 A　1 個　外部倉庫 X
1 月 16 日　取引先 B 
製品 A　2 個　外部倉庫 Y
 　　　　　　：

試算表
売上（製品 - 国内） 2,000,000
売上（製品 - 海外） 1,500,000
 　　：　　　　　　　　     ：
売上（合計） 5,000,000

出所：一般社団法人日本経済団体連合会「会社法施行規則及び会社計算規則による株式会社の各種書類のひな型（改訂版）」（2021年3月）
https://www.keidanren.or.jp/policy/2021/024.html
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て代わられるわけではありません。
テクノロジーと比べたときのヒトの優位性は、入力データ

の広さと思考力・洞察力の柔軟性です。テクノロジーは、整
形されたデータを決まった方法により高速で処理することに
は長けていますが、日々生成されるデータにはばらつきがあ
り、テクノロジーで一律に処理できない場合が頻繁に発生し
ています。また、処理方法は過去の知見から作られますが、
前提となる経済環境が大幅に変化したときなど、従来の処理
方法を踏襲できなくなることがあります。さらに、処理した
結果が世の中の常識に照らして適切かどうかをテクノロジー
自身が判断することは容易ではないと言われています。デー
タのばらつきや状況の変化に臨機応変に対応でき、世の中の
常識という曖昧なものを捉え成果物や新たなルールに反映で
きるという点が、ヒトの強みであると考えています。

時間や資金も含め有限な資源を最大限活かしていくため
にも、テクノロジーが得意な領域はテクノロジーに任せ、ヒ
トはそれ以外の領域に注力していくという発想をもつことで、
ヒトとテクノロジーが協創する社会が実現されていくと考え
ます（図表4）。

これからの時代は、テクノロジーを使いこなせるようにな
るために「物事をさまざまな視点から深掘りし、実態を適切
に把握できる力」が求められるようになります。このスキル

の根底にあるのが「情報を捉える視点」です（図表 5）。情報
を活用するに際して、どのような視点で情報を捉えているの
か、その視点で捉えるだけで十分なのか、まずは一度立ち止
まり考えてみることが重要になります。

例えば「今年は業績がいい」という情報を聞き、その情報
の信頼性（トラスト）を何も確認せず鵜呑みにしたとしたら、
それはその情報しか捉えていないことになります。これを「点
の視点」と表現することにします。業績がいいとはどのよう
な状況を言うのかを連想し、当期の売上高や純利益などを確
認した上で「今年は業績がいい」と判断したとすれば、視点
に広がりができ「線の視点」に変わります。良し悪しは何か
と比較して把握できるものであり、前期の財務情報と比較し、
増減幅や増減要因まで確認したとすれば、それは「面の視点」
と言えます。さらに、当該企業を取り巻く経済環境はどのよ
うなものか、同業他社と比較してどうか、業界慣行の有無な
ど、その他の要素も勘案して情報を立体的に捉えたとしたら、

「今年は業績がいい」という情報が示す実態をより鮮明に捉
えることができるようになります。この「立体的な視点」を
もつことで、情報をどのように捉え、評価し、判断したかを
相手から納得を得られるよう自分なりに説明ができるように
なると考えています。

図表4：これからの時代に求められるスキル（1/2）

広

高

入力データ

アルゴリズム

出力データ
ヒトとテクノロジー

の協創

テクノロジー

入力データ

思考力・洞察力

判断・意思決定

ヒト

（種類）文字、数字、音声、画像、動画など

ばらつきのあるデータ整形されたデータ

この瞬間

会計

監査

常識の範囲内の結果

過去

整形されたデータを扱い、
過去のデータから構築された
アルゴリズムに従い、常識を
考慮することなく結果を示す

扱えるデータが広く、
常に思考力・洞察力を
改善でき、常識をもって
判断・意思決定ができる
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3	 おわりに

情報の受け手が「点の視点」「線の視点」「面の視点」「立体
的な視点」のいずれで情報を捉えるかにより、情報から見え
てくる実態が異なってきます。ときにはごく一部が切り取ら
れ、実態とはかけ離れた情報が拡散されることにより社会的
な混乱を招くこともあります。情報の受け手にとって重要な
のは、自分が扱う情報の真偽を「立体的な視点」をもって確
かめた上で活用することです。また、情報の出し手は、情報
の受け手が容易に実態を把握できるよう、作成した情報が実
態を反映したものになっているか、発信する情報に誤解され
る要素はないかなどを意識することで、情報の出し手である
企業自身の信頼性（トラスト）を高めていくことにつながる
と考えます。

図表5：これからの時代に求められるスキル（2/2）

点で捉える 立体で捉える面で捉える線で捉える

低 高

「今年は業績がいいです」

データを鵜吞み
にしている状態

● 当期の売上高はいくら？
● 当期の純利益はいくら？
● 資産や負債の状況は？

● 前期と比べて増減してる？
● 増減幅はどれくらい？
● 変動要因は？

● 経済環境の動向は？
● 同業他社の業績は？
● 業界慣行の有無は？

物事をさまざまな視点から深掘りし、実態を適切に把握できる力

玉井暁子（たまい　さとこ）

PwCあらた有限責任監査法人　アシュアランス・イノベーション&テク
ノロジー部　マネージャー
2017年公認会計士登録。2013年12 月より約5年間、消費財・産業財・
サービスの監査を経験。2018年より法人全体のデジタルトランスフォー
メーションを推進する部署に異動。テクノロジーを活用した監査業務の
変革、その取り組みを踏まえたブランド構築業務に従事。2020 年 11 月
には、会計データを標準化し、自動照合するプラットフォームに関する特
許「会計データ照合装置、会計データ照合方法及びプログラム」（特許第
6796904号）を取得。
メールアドレス：satoko.tamai@pwc.com
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はじめに
本連載の第2回では、21世紀初頭までにさまざまな
コーポレートガバナンスに関する仕組みが各国で作ら
れてきたことについて取り上げました。このうち英国
では近年、社会的な影響の大きな企業における会計
不正事件が頻発し、それに対応する形で監査改革が
進められています。コーポレートガバナンスと監査と
の関係で、改革の特徴を一言で示せば両者を一体とし
て改革するホリスティック（包括的）アプローチが英
国政府から提示されていることが挙げられます。
その後、英国における改革の動きは、どのように進
行しているでしょうか。本稿では、2022年5月31日
までの情報をもとに動向を振り返ってみましょう。
なお、本稿における意見にわたる部分については
筆者の個人的な見解に基づくものであり、所属する
PwCあらた有限責任監査法人の見解ではありません。

1	 改革に至る経緯（2021年まで）

2010年代の英国では、建設業における代表的な企
業として長い歴史を有し、パブリックセクターとの関
係も密接であった名門大手建設会社に代表される、
大規模企業における会計不正事件が次々と明らかに
なりました。これらの事件により、英国大企業におけ
るコーポレートガバナンス、（外部）監査に対する社
会の信頼性に疑問が呈され、英国議会の主導により
詳細なレビューが実施されました。

その結果は 3 つの主要なレビュー報告書として、
2018 年から2019 年にかけて公表されました（図表
1）。それらの成果を踏まえ、英国政府、ビジネス・エ
ネルギー・産業戦略省（Department for Business, 
Energy and Industrial Strategy：BEIS）が立 法 化
に向けた準備に取り掛かりました。

しかし、2020 年初頭からの新型コロナウイルス感
染症（COVID-19）の世界的流行や、英国の EU 離脱

（Brexit）とも時期が重なり、政府の作業は次第に遅
延していくこととなりました。

最終的には、2021 年 3 月に至りようやくホワイト
ペーパー「監査およびコーポレートガバナンスに対
する信頼の回復：改革に向けた提言」（“Restoring 
trust in audit and corporate governance: propo
sals on reforms” ）が公表され、同年7月まで広くス
テークホルダーからのコメント聴取が行われました。
コメントが締め切られた後は、多数の意見を踏まえて
検討が行われ、政府による改革の実行のための立法
化に向けた公開フィードバックが待たれることとなり
ました。

コーポレートガバナンスと監査
 ── �英国における改革の最新動向

第5回
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2	 �2022年に入ってからの	改革に向けた動き

当初、2021年秋ごろに公表が予定されていたBEIS
による公開フィードバックの文書について、省庁での
調整は、遅くとも2021 年内には完了していた模様で
すが、担当大臣に挙げられ、政権内での大臣間の調
整に多くの時間を要したとされています。

折しも政権内では、英国の感染症対策の一環で行
動制限が発せられていたロックダウン期間中、ダウニ
ングストリートにおいて繰り返しパーティーが開催さ
れていた問題が明るみに出ました。これにより世論の
激しい批判を浴びた政権にとって、支持率が急速に
低下した時期とも重なりました。

英国議会は、新しい会期の始まりにあたり、いわ
ゆる「女王演説」（Queen’s Speech）において、向
こう 1 年間の政権における優先事項が明らかにし
ています。直前の地方選挙で大苦戦した現政権は、
2022 年 5 月10日の皇太子が代行した女王演説にて、
2022 / 2023年の会期ではビジネス上の諸改革よりも、
有権者により直接アピールする政策を優先させるこ
とを余儀なくされました。

具体的にはBEISは、英国の監査および企業報告制
度を刷新し、法定監査市場における回復力と選択肢
を増やし、世界をリードする投資先としての英国の評
判を強化するための法案（draft Bill）を作成、公開
することを表明しました。

ここで法案の表現がとられていることから、諸改革
に向けた実際の立法化の時期が不明確となり、FRC

の後継となる規制機関の発足のための立法化も当初
予定されていた2023年よりも遅れる可能性が極めて
高くなりました。

他方、法案であれ女王演説の付属文書で取り上げ
られたことを、政府による改革へのコミットメントが
示されたと評価することもできます。

ここで特筆しておきたいことは、会計不正の責任を
問われ、キングマン・レビューの直接の対象となった
FRCの動きです。2019年よりCEOとしてFRCを率い
ているジョン・トンプソン氏のもと、後継の規制機関
となる監査・報告・ガバナンス庁（Audit Reporting 
and Governance Authority：ARGA）の発足に向け
て、急速な改革を進めています。

図表 2は2022 年に入ってからの動向を時系列にま
とめたものですが、規制機関であるFRC がいかにス
ピード感をもって行動しているかが示されています。

FRCにおける改革の動きのうち、4 月に公表された
「3 カ年計画」では、新たな ARGA の設立に向けられ

た、FRCの進捗状況を示す「3カ年計画」を発表しま
した。ARGAに向けてさらなる一歩を示したものとし
て評価されています。

すなわち、本計画立案の前提として、4 月時点で
2023 / 24 年をARGA 発足初年度となると予測してい
ます。これはこれまで想定されてきたARGAの発足年
度にあわせたものであり、ARGAにて政府の法定資金

（Statutory Funding）による資金調達が開始される
とすることを意味しています。

また、FRCからARGAへの移行に伴い、人員やコス
トの増加が右肩上がりにて見込まれています（図表

図表1：2021年までの主な経過

2018年1月15日 大手建設会社が裁判所に破産を申請し受理

2018年5月16日 英国議会下院の2つの特別委員会が大手建設会社の破綻に関連する問題点や今後実施すべき事項等を調査した報
告書を公表。また、財務報告審議会（Financial Reporting Council：FRC)が大手建設会社の財務諸表の虚偽表
示および会計監査に関する調査の進捗状況を公表

2018年12月18日 FRCに関するキングマン・レビュー最終報告書の公表

2019年4月18日 監査市場に関する競争・市場庁（Competition and Market Authority：CMA）レビュー最終報告書の公表

2019年12月9日 監査の質と有効性に関するブライドン・レビュー最終報告書の公表

2021年3月18日 BEISよりホワイトペーパーの公表

2021年7月8日 ホワイトペーパーに対するコメント締め切り

出所：各機関のウェブサイト情報より筆者作成
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図表3：FRCの人員および支出額の予算　
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出所： FRC (2022) Financial Reporting Council: 3-Year Plan 2022-25

図表2：2022年に入ってからの主な動向

2022年1月26日 FRCは監査委員会委員長についての新たな委託研究を発表。2020年に同様の調査に基づいて財務報告審議会か
ら委託された独立した調査は、監査の質に対するより一貫したアプローチを促進するための監査委員会の基準を策
定するための事例を強化

2022年2月8日 ビジネス・エネルギー・産業戦略大臣は、FRCのボードに新しい非常勤取締役を任命

2022年4月5日 FRCは「3カ年計画」を発表

2022年4月13日 FRCは新しい監査事務所ガバナンスコードを公開

2022年4月14日 FRCは、公益事業体の監査人を登録する計画を発表、公益事業体（PIE）の監査人を公認の監督機関（RSB）から
登録する責任を負うための協議を開始

2022年5月10日 英国議会における女王演説（政府による本会期の施政方針）、BEISにおける優先事項の公表（11日）

2022年5月12～13日 大手建設会社にかかる事件の審決について公告。監査人、元パートナーおよび特定の元スタッフに対する会計スキー
ム（偽造資料の提出）に関し、FRC執行評議会から出された正式な苦情についての審理がFRC懲戒裁判所で再開

2022年5月31日 Public Feedback: 「監査およびコーポレートガバナンスに対する信頼の回復：改革に向けた提言」

出所：各機関のウェブサイト情報より筆者作成
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3）。そのうえで、2025 年以降における安定的な推移
を目指すものとされています。

ところで、監査事務所ガバナンスコードが英国で
最初に公表されたのは 2010 年 1 月に遡ります。当初
はFRCの依頼を受けたイングランド・ウェールズ勅許
会 計 士 協 会（Institute of Chartered Accountants 
in England and Wales：ICAEW）がプロジェクトチー
ムを形成して検討、コードは FRCと共同にて発出さ
れています。

その後、コードに関するスコープに含まれる監査事
務所における適用状況についてハイレベルのレビュー
が行われ、2016年にはFRCによる初めての改正が行
われました。コードはこのときから、FRC単独にて発
出されています。

2022年、監査改革の流れを受けた最大規模の監査
事務所における業務分離の導入、および 2016年コー
ドについてFRCによる事務所の適用レビューにおけ
る発見事項を考慮したうえで、再び改正が行われま
した。

ここで、本コードはあくまで事務所に対して全体と
して適用されるものであり、監査プラクティスのみに
対して適用されるわけではありません。監査プラク
ティスが他から業務上分離されている場合であって
も、引き続き事務所全体に対して適用されることとな
ります。

3	 �BEISによる公開フィードバック

2022年5月31日、BEISは、監査およびコーポレー
トガバナンスへの信頼の回復を目的とした改革に関
する協議について、対応ステートメント（以下、ス
テートメント）を発表しました。これは、キングマン、
CMA、およびブライドンのレビューから155の推奨事
項のほぼ全てをカバーする98の質問からなります。 
BEISは、金融セクターの全て、またそれ以外のセク
ターから、合わせて600 超のコメントを受け取りまし
た。

ステートメントは、寄せられたコメントから得られ
たテーマを要約しています。また、BEIS が女王演説

で述べられたように一次法令を通じて、また、大臣が
会社法に基づいて潜在的に有する既存の権限に基づ
く下位法令を通じて、さらに新たに定められ、また強
化される規制等の方法も通じて前進させる提案の概
要を示しています。これ以上は検討されない提案も
示されています。

監査改革法案の一環として一次法令を通じ進めら
れる提案は、上院と下院との合同委員会によって「立
法前の調査」のステージに入ることが可能となりま
す。委員会は、法案のメリットを証明し政府に報告
し、さらなる協議を経ることとなります。その後、翌
2023年の女王演説を経て本法が正式に議会に提出さ
れ、委員会段階での個別条項の検討を含め、通常の
立法段階を経ることが予想されています。他の方法
で導入される変更についてはより早まる可能性もあり
ますが、議会を経る必要のある法律につき最も早い
発効日は2024年と予想されています。

政府回答のポイントは、以下のようにまとめられま
す。

全体的なアプローチ

●	 英国の企業報告、ガバナンス、監査システム
全体に及ぶ包括的な改革のパッケージである。

●	 改革に必要な時間はまだ確立されていないが、
さらなる年数を要すると見込まれる。BEISは、
測定可能であり管理可能な変革のペースを提
供するのに必要な最低限のリードタイムを、
慎重に検討することを強調している。

●	 実行にあたっては、一次および下位の法令や、
英国コーポレート・ガバナンス・コード（以下、
コード）などの既存の手段を含む、可能な限
りさまざまなメカニズムを通して行われる。

主要な提案の内容

●	 PIE の 定 義 は、 私 企 業、AIM（Alternative 
Investment Market）取引所上場企業、LLP、
第 三 セクター 組 織 にまで 拡 大され、従 業
員 750 人 以 上かつ売上 750 百万ポンド以 上
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（750：750 threshold）に当てはまるものとさ
れる。PIE制度は、複数の階層のPIEに適用さ
れる、異なる要求事項を備えた細分化された
基準に移行する。

●	 コードは取締役会に対し、内部統制システム
（財務、業務、コンプライアンス）の有効性に

関する明示的なステートメントと、取締役によ
る評価の基礎を提供することを求めるよう改
訂される。

●	 監査・保証ポリシー、レジリエンスステートメ
ント、および不正の防止と摘発に関する取締
役による開示について、立法化がなされる予
定である。

●	 ARGAが設立され、PIE企業の取締役に対しよ
り大きな執行権限を持つようになる。

●	「管 理された共同監 査」（Managed Shared 
Audit）が立法化を通じてFTSE350に導入さ
れ、その免除を決定する権限を有するARGA
により段階的に適用される。

●	 資本維持および配当の適法性をめぐり新たな
開示が求められる。

●	 監査における入札および監査の質のモニタリ
ングをめぐり、監査委員会の最小限の基準が
導入される。

●	 最大規模の監査事務所における業務分離が正
式化される。

4	 おわりに		 ──ホリスティックアプローチの行方

こうした動きは、監査、企業報告、およびコーポ
レートガバナンスの基準を改善するための法改正の
パッケージの進展を表しています。コンサルテーショ
ンに対する政府の対応は、コーポレートガバナンスの
エコシステム全体が改革に関与する役割を果たして
いることを認め、資本市場の全体をカバーする一連
の措置の概要を示しています。政府からの詳細な回
答は想定より時間を要しましたが、ホリスティックア
プローチの一歩前進を示しており、その重要性は過
小評価するべきではないと考えられます。

政府によるコンサルテーションは、英国がコーポ
レートガバナンスを主導し、世界をリードする資本市
場としての地位を維持する機会をもたらします。こう
した野心的な目標を達成するには、提案がそれぞれ
にとって何を意味するのかをよく理解することが必要
です。進行中の議論に積極的に参加する企業が増え
るほど、今回の改革がビジネス環境を強化し、英国
の報告と規制の枠組みに対する信頼を深める可能性
が高まるとも言えます。

日本企業においては、PIE企業の定義を筆頭に、英
国改革のもたらす影響は以前に想定していたよりも
限定的となりました。しかし、国際動向を踏まえた企
業報告、コーポレートガバナンス、監査の将来を見据
え、英国における立法化の動きについて引き続き注
視していくことが必要と考えられます。
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法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準（案）（企業会計基準
公開草案第71号）・包括利益の表示に関する会計基準（案）（企業会
計基準公開草案第72号）・税効果会計に係る会計基準の適用指針
（案）（企業会計基準適用指針公開草案第72号）の概要について

はじめに
2022年3月30日、企業会計基準委員会（以下、「ASBJ」）
より以下の企業会計基準および企業会計基準適用指針の公開
草案（以下合わせて、「本公開草案」）が公表されました。本
稿では、本公開草案の概要について解説します。なお、本稿
の意見にわたる部分は著者の私見であり、PwCあらた有限責
任監査法人の公式な見解ではないことを申し添えます。

●	企業会計基準公開草案第71号（企業会計基準第27号の改
正案）

	 「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準（案）」（以
下、法人税等会計基準改正案）

●	企業会計基準公開草案第72号（企業会計基準第25号の改
正案）

	 「包括利益の表示に関する会計基準（案）」（以下、包括利
益会計基準改正案）

●	企業会計基準適用指針公開草案第72号（企業会計基準適
用指針第28号の改正案）

	 「税効果会計に係る会計基準の適用指針（案）」（以下、税
効果適用指針改正案）

1	 改正の経緯　

ASBJは、2018年2 月に企業会計基準第28号「『税効果会
計に係る会計基準』の一部改正」等（以下、企業会計基準第
28号等）を公表しましたが、その審議の過程で、次の2つの
論点について、企業会計基準第 28号等の公表後に改めて検
討するとしていました。

（1）税金費用の計上区分（その他の包括利益に対する課税）
（2）グループ法人税制が適用される場合の子会社株式等（子

会社株式または関連会社株式）の売却に係る税効果

その後、2020 年度の税制改正でグループ通算制度が創設
されたことに伴い、グループ通算制度を適用する場合の取
扱いについての検討が一時的に先行して議論されましたが、
2021年8 月に実務対応報告第42号「グループ通算制度を適
用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」を公表した
後、上記２論点についての検討が再開され、今回の公表に至
りました。

2	 �論点別解説1：税金費用の計上区分（その他の包括利益に対する課税）
2.1　概要

今回の改正による影響を端的にいえば、「その他の包括利
益に対する課税」について、従来は納付された税金は全て会
計上の費用とされていたところ、改正後は納付された税金を
発生源泉別に区分することとなる、ということです（図表1）。

会計上、その他の包括利益に計上された取引または事象
（以下、取引等）が課税所得計算上では益金または損金に算

入され、法人税、住民税および事業税等が課される場合があ
ります。

PwCあらた有限責任監査法人
企画管理本部
ディレクター　神林 徹
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関連する記述を、法人税等会計基準改正案から引用しま
す※1。

現行の企業会計基準第27号「法人税、住民税及び事
業税等に関する会計基準」では、当事業年度の所得等
に対する法人税、住民税及び事業税等は、法令に従い
算定した額を損益に計上することとしているため、その
他の包括損益を生じさせる取引等による損益については
その他の包括損益に計上する一方で、これに対して課さ
れる法人税、住民税及び事業税等は損益に計上するこ
ととなり、税引前当期純利益と税金費用の対応関係が
図られていないのではないかとの意見が聞かれた。

この点に関して、従来の会計処理の課題を例に具体的に見
ていきましょう。

前提として、決算日が3月31日のA社が、取得原価が1,000
のその他有価証券を保有しており、X1年3月期の期末におい
て、その他有価証券の時価は1,500であったとします。

この場合、4 月1日からA 社を含む通算グループが新たに
グループ通算制度を適用することになったため、3 月31日
付で有価証券が時価評価され、その他有価証券評価差額金
500が課税所得に含まれ課税されたものとします。

X1 年 3 月期の期末における法人税、住民税および事業税
等の税率は30％であったとします。簡略化のため、その他の
課税所得はゼロとします。

この場合、課税所得が 500 発生していることから、税金計
算は下記のとおりになります。

500（課税所得）×30％（税率）＝150

以上を前提とした場合、従来の基準においては X1 年 3 月

※1	 法人税等会計基準改正案「コメントの募集及び本公開草案の概要」3ページ
	 https://www.asb.or.jp/jp/wp-content/uploads/zeikouka2022_01.pdf

期末に計上される仕訳は下記のとおりです。

貸方 借方

その他有価証券 500
その他有価証券評価
差額金

500

法人税・住民税および
事業税

150 未払法人税等 150

また、X1 年 3 月期末のBS・PLへの影響はそれぞれ下記の
ようになります。

BS

その他有価証券 1,500

未払法人税等 150

評価差額金 500

繰越利益剰余金 ▲150

PL

税引前当期純利益 0

税金費用 150

当期純利益 ▲150

ご覧のとおり、その他有価証券の評価差額はその他包括利
益項目として計上され、税引前当期純利益には影響を及ぼさ
ないにもかかわらず、今回のケースでは当該評価差額が課税
所得として扱われるため、税引前当期純利益と税金費用が
対応していない状況になっています。

そこで、このようなその他の包括利益に対して課税される
場合、「当事業年度の所得等に対する法人税、住民税及び事
業税等を、その発生源泉となる取引等に応じて、損益、株主
資本及びその他の包括利益に区分して計上」（法人税等会計
基準改正案 5-2項）することが提案されています。改正後の
会計処理を、先ほどの事例を使用して具体的に見てみましょ
う。

事例の前提を先ほどと同じにした場合、改正後の基準にお
ける仕訳は下記のとおりになります。

貸方 借方

その他有価証券 500
その他有価証券評価
差額金

500

法人税・住民税および
事業税

150 未払法人税等 150

その他有価証券評価
差額金

150
法人税・住民税および
事業税

150

従来の取扱いとの差異は、2 行目、3 行目の仕訳において、
その他包括利益項目であるその他有価証券評価差額金から、
税金費用の金額150が直接減額されている点です。

図表1：改正による影響

納付された税金を発生源泉別に区分

納付された税金は全て会計上の費用現行

改正後

対象 その他の包括利益に対する課税

https://www.asb.or.jp/jp/wp-content/uploads/zeikouka2022_01.pdf
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この取扱いの結果、X1 年 3 月期末のBS・PLはそれぞれ下
記のようになります。

BS

その他有価証券 1500
未払法人税等 150

評価差額金 350

PL

税引前当期純利益 0

税金費用 0

当期純利益 0

このように、改正後の取扱いにおいては、その他包括利
益項目に関する税金費用はPLに影響せず、税引前当期純利
益と税金費用の対応関係が図られています。またその結果、
BS上の評価差額金が税金費用の金額分減少しています。

2.2　改正によるメリット

本公開草案では、この改正により、下記のようなメリット
があるとしています※2。

（1）	（…）税引前当期純利益と所得に対する法人税、住
民税及び事業税等の間の税負担の対応関係が図ら
れる。

（2）	税効果額については、税効果適用指針※3において、
この考え方と同様に取り扱っており、また、国際的
な会計基準においても、この考え方と同様に処理す
ることとされている。

2.3　適用されるケース

現行の税制のもとでは、その他の包括利益に対して課税さ
れる場合として、次のような場合が想定されています（法人
税等会計基準改正案「本公開草案の概要及び質問項目1．税
金費用の計上区分：本公開草案が提案する会計処理を適用
する企業」）※4。

（1）	グループ通算制度（従来の連結納税制度を含む。）
の開始時又は加入時に、会計上、評価・換算差額
等又はその他の包括利益累計額が計上されている
資産又は負債に対して、税務上、時価評価が行わ

※2	 法人税等会計基準改正案「コメントの募集及び本公開草案の概要」4ページ
※3	 企業会計基準適用指針第28号「税効果会計に係る会計基準の適用指針」
※4	 法人税等会計基準改正案「コメントの募集及び本公開草案の概要」3〜4ページ

れ、課税所得計算に含まれる場合※5

（2）	非適格組織再編において、会計上、評価・換算差
額等又はその他の包括利益累計額が計上されてい
る資産又は負債に対して、税務上、時価評価が行
われ、課税所得計算に含まれる場合

（3）	投資をしている在外子会社の持分に対してヘッジ
会計を適用している場合などにおいて、税務上は当
該ヘッジ会計が認められず、課税される場合

（4）	退職給付について確定給付制度を採用しており、
連結財務諸表上、未認識数理計算上の差異等をそ
の他の包括利益累計額として計上している場合に
おいて、確定給付企業年金に係る規約に基づいて
支出した掛金等の額が、税務上、支出の時点で損
金の額に算入される場合

なお、株主資本に対して課税される場合については、
従来から企業会計基準適用指針第28号「税効果会計に
係る会計基準の適用指針」（以下「税効果適用指針」と
いう。）等において取扱いが示されており、次の場合を除
き、本公開草案が提案する会計処理による影響はない。

（5）	子会社に対する投資の追加取得や子会社の時価発
行増資等に伴い生じた親会社の持分変動による差
額に係る連結財務諸表固有の一時差異について、
資本剰余金を相手勘定として繰延税金資産又は繰
延税金負債を計上しており、その後、当該子会社に
対する投資を売却した場合

2.4　その他の規定

（1）例外的な取扱い
本公開草案では、金額算定が困難な場合の取扱いについ

て、例外的な取扱いを認めています※6。「課税の対象となった
取引等が、損益に加えて、株主資本又はその他の包括利益
に関連しており、かつ、株主資本又はその他の包括利益に対
して課された法人税、住民税及び事業税等の金額を算定す
ることが困難である場合には、当該税額を損益に計上するこ
とができる」としています（法人税等会計基準改正案 5-3 項

〔2〕）。なお、この事例に該当する取引としては、本公開草案
においては、退職給付に関する取引を想定しているとしてい

※5	 本稿前述の事例を参照
※6	 法人税等会計基準改正案「コメントの募集及び本公開草案の概要」5ページ



会計／監査

34 PwC’s View ─ Vol. 39 | July 2022

ます（法人税等会計基準改正案29-7項）。

（2）重要性が乏しい場合の取扱い
重要性が乏しい場合の取扱いに関して次のように述べてい

ます※7。「損益に計上されない当事業年度の所得に対する法
人税、住民税及び事業税等の金額に重要性が乏しい場合に
は、当該法人税、住民税及び事業税等を当期の損益に計上
することができる」とされています（法人税等会計基準改正
案5-3項〔1〕）。

（3）税金の配分方法に関する取扱い
株主資本およびその他の包括利益に計上する金額の算定

に関して次のように述べています※8。「株主資本又はその他の
包括利益の区分に計上する法人税、住民税及び事業税等は、
課税の対象となった取引等について、株主資本又はその他の
包括利益に計上した金額に、課税の対象となる企業の対象
期間における法定実効税率を乗じて算定すること」とされて
います（法人税等会計基準改正案5-4項）。

また、株主資本およびその他の包括利益に計上する金額
の算定に関して、法人税等会計基準改正案5-4項ただし書き
では、「課税所得が生じていないことなどから法令に従い算
定した額がゼロとなる場合に株主資本又はその他の包括利
益の区分に計上する法人税、住民税及び事業税等について
もゼロとするなど、他の合理的な計算方法により算定するこ
とができる」とされています。

この点に関して、従来より税効果適用指針においては、「子
会社に対する投資を一部売却した後も親会社と子会社の支
配関係が継続している場合、（…）税務上の繰越欠損金があ
る場合など複雑な計算を伴う場合があることから、実務に
配慮しつつ、個々の状況に応じて適切な判断がなされること
を意図した」取扱いが定められています（税効果適用指針第
28 項・第 118 項）。そこで「子会社に対する投資の一部売却
以外の株主資本又はその他の包括利益に対して課税される
場合についても、同様に実務上の配慮が必要になると考えら
れることから、当事業年度の所得に対する法人税、住民税
及び事業税等を、株主資本又はその他の包括利益に区分し
て計上する場合についても同様に取り扱う」とされています

（法人税等会計基準改正案29-8項）。

※7	 法人税等会計基準改正案「コメントの募集及び本公開草案の概要」6ページ
※8	 法人税等会計基準改正案「コメントの募集及び本公開草案の概要」6ページ

（4）損益計上のタイミングに関する取扱い
損益計上のタイミングに関連して、「その他の包括利益累

計額に計上された法人税、住民税及び事業税等については、
当該法人税、住民税及び事業税等が課される原因となる取
引等が損益に計上された時点で、対応する税額を損益に計
上する」とされています（法人税等会計基準改正案5-5項）。

これは、一度その他包括利益項目に計上された法人税・
住民税および事業税を純損益に組替調整するかどうか、とい
ういわゆるリサイクリングの論点ですが、これまでも日本に
おいては、当期純利益の総合的な業績指標としての有用性
の観点から、その他の包括利益に計上された項目については、
当期純利益にリサイクリングすることを会計基準に係る基本
的な考え方としています。このことを踏まえ、法人税、住民
税および事業税等が課される原因となる取引等が損益に計
上された時点でリサイクリングを行い、損益に計上すること
とされています。

それでは上述の事例を利用して、X2年3 月期中に1,300で
売却したと仮定した場合の仕訳を見てみましょう。

その他有価証券評価差額金の戻入仕訳

貸方 借方

その他有価証券評価
差額金

500 その他有価証券 500

その他有価証券評価差額金の売却仕訳

貸方 借方

現金預金 1,300 その他有価証券 1,000

その他有価証券売却益 300

過年度に評価・換算差額等に計上した法人税、住民税および事業税のリサイ
クリングの仕訳

貸方 借方

法人税、住民税および
事業税

150 その他有価証券評価
差額金

150

過年度に計上した評価・換算差額等（その他有価証券評
価差額金）を損益に計上（リサイクリング）したことから、
X1 年 3 月期の期末に評価・換算差額等（その他有価証券評
価差額金）として計上した税額 150についても損益に計上し
ます（法人税等会計基準改正案5-5項参照）。
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その他の有価証券の売却に係る法人税、住民税および事業税等の仕訳

貸方 借方

未払法人税等 60※ 法人税、住民税および
事業税

60※

※�法人税、住民税および事業税 60＝税務上のその他有価証券売却損 200×法人税、住民
税および事業税の税率30％

　�その他有価証券の税務上の帳簿価額は、1,500であるため、税務上、その他有価証券の
売却損が 200（＝現金預金 1,300－その他有価証券 1,500）生じる。したがって、課税所
得計算上は当該売却損200が損金に算入される。

なお、税率変更に係る差額についてもリサイクリングの対
象とするかという論点が存在しますが※9、「税引前当期純利
益と税金費用の比率は必ずしも法定実効税率とは一致せず、
両者の差異の主要な要因を注記により開示していること、及
び当該処理は実務上煩雑であるとの意見が聞かれたことを
踏まえ、税率の変更に係る差額をリサイクリングする処理は
採用せず、過年度に計上された資産又は負債の評価替えに
より生じた評価差額等を損益に計上した時点のみにおいてリ
サイクリングを求める」とされています（法人税等会計基準
改正案5-5項参照）。

（5）�関連する繰延税金資産または繰延税金負債を計上して
いた場合の取扱い

繰延税金資産または繰延税金負債を計上していた場合の
扱いについても提案されています。税効果適用指針第 30 項
における、親会社の持分変動による差額に係る連結財務諸
表固有の一時差異について、資本剰余金を相手勘定として
繰延税金資産又は繰延税金負債を計上していた場合で、当
該子会社に対する投資を売却し、一時差異が解消した際の
繰延税金資産又は繰延税金負債の取崩しについては、資本
剰余金を相手勘定として取り崩すことが提案されました。

この点、現行の税効果適用指針では、親会社の持分変動
による差額に係る連結財務諸表固有の一時差異について繰
延税金資産または繰延税金負債を計上していた場合、資本
剰余金を相手勘定としている一方で、子会社に対する投資の
売却時に当該親会社の持分変動による差額に係る一時差異
が解消することにより繰延税金資産または繰延税金負債を
取り崩すときは、対応する額を法人税等調整額に計上するこ
ととなっていました。この取扱いは、連結税効果実務指針の

「連結財務諸表上、追加取得や子会社の時価発行増資等によ
り生じた資本剰余金の額について、法人税等調整額に相当す
る額を控除した後の額で計上し、売却時に繰延税金資産又
は繰延税金負債の取崩額を法人税等調整額に計上すること

※9	「法人税等会計基準改正案」29-10項

により、適切な額を税金費用として計上するためである」と
いう考えを踏襲したものでした。

この点、法人税等会計基準改正案において提案している
原則に従えば、株主資本に対して課税される場合には、法人
税、住民税および事業税等を株主資本の区分に計上するこ
とになることから、このような会計処理を求める必要性は乏
しくなったものと考えられ、資本剰余金を相手勘定として取
り崩す提案がされたものです。

（6）その他の包括利益の開示に関する取扱い
企業会計基準第25号「包括利益の表示に関する会計基準」

第8 項における、その他の包括利益の内訳項目から控除する
「税効果の金額」および注記する「税効果の金額」について、
「税金費用（法人税その他利益に関連する金額を課税標準と

する税金及びそれらに関する税効果の金額をいう。）の金額」
に改正することとされています（包括利益会計基準改正案 8
項）。

これは従来より包括利益計算書においては、その他の包括
利益の内訳項目は税効果を控除した後の金額で表示すると
ともに、内訳項目別の税効果の金額を注記することとされて
います。本公開草案において提案している原則に従ってその
他の包括利益に計上される法人税、住民税および事業税等
についても、その他の包括利益に計上される税金費用である
という点は税効果と同様であることから、税効果のみならず、
法人税等についてもその他の包括利益に計上するため、上記
の提案がなされました。

2.5　課題

本公開草案の適用に伴い、従来一括して開示することがで
きていた税金費用を、発生源泉に応じて分離して処理するこ
とが必要になります。そのため、一般的には会計処理および
開示の煩雑さが増加することが懸念されます。

どのように分離するかなど、具体的な方法については影響
のある各社において検討が必要になりますので、できるだけ
早いタイミングで監査人との相談を開始されることをお勧め
します。
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3
	 �論点別解説2：グループ法人税制が適用
される場合の子会社株式等の売却に係る
税効果

3.1　概要

今回の改正の影響を端的に表すと、下図のとおり「国内完
全支配関係にある会社間で子会社株式等を売却した場合、
連結上、売却損益に係る税効果を従来は認識していたが、改
正後は認識しない」ということです（図表2、図表3）。

図表2：本公開草案が提案する会計処理

国内完全支配関係

売却

売却損益計上

A社 B社

C社 C社

 

図表3：税効果適用指針の改正による変化

連結上、売却損益に係る繰延損益を認識しない

連結上、売却益は消去するが、繰延損益に係る
税効果は消去しない現行

改正後

対象
グループ法人税制が適用される場合の
子会社株式等の売却に係る税効果

本公開草案が提案する会計処理は、100 ％子会社を所有
する親会社で、その100％子会社同士あるいは当該親会社と
その100％子会社との間で、当該親会社あるいはその100％
子会社が所有する子会社株式等を売却し、当該売却に伴い
生じた売却損益について、グループ法人税制が適用される場
合の当該親会社が作成する連結財務諸表に適用されます。

現行の税効果適用指針では、グループ法人税制が適用さ

れる場合※10 の子会社株式等の売却に係る税効果の取扱いに
ついて、「当該子会社株式等を売却した企業の個別財務諸表
において、当該売却損益に係る一時差異に対して繰延税金
資産又は繰延税金負債が計上されているときは、連結決算
手続上、当該一時差異に係る繰延税金資産または繰延税金
負債の額は修正しない」※11とされています（税効果適用指針
39項）。

しかしながら、税引前当期純利益と税金費用を合理的に
対応させることが税効果会計の目的（「税効果会計に係る会
計基準」第一）とされている中で、現行の税効果適用指針で
の取扱いは、連結決算手続上、消去される取引に対して税金
費用を計上するものであり、税引前当期純利益と税金費用が
必ずしも対応していないとの意見を踏まえ、検討を行った結
果、現行の取扱いの見直しが提案されることとなりました。

具体的には、前述の要件、すなわち100％子会社を所有す
る親会社で、その100％子会社同士あるいは当該親会社とそ
の100％子会社との間で、当該親会社あるいはその100％子
会社が所有する子会社株式等を売却し、当該売却に伴い生
じた売却損益について、グループ法人税制が適用される場合
に該当するとき、連結財務諸表において以下の処理を行うこ
とが提案されています（［ ］は引用者追記）。

（1）	子会社株式等を売却した企業の個別財務諸表にお
いて、売却損益に係る一時差異に対して繰延税金
資産又は繰延税金負債が計上されているときは、
連結決算手続上、当該一時差異に係る繰延税金資
産又は繰延税金負債を消去する。［税効果適用指針
改正案39項］

（2）	購入側の企業による当該子会社株式等の再売却等、
法人税法第61条の11に規定されている、課税所得
計算上、繰り延べられた損益を計上することとなる
事由についての意思決定がなされた時点において、
当該消去額を戻し入れる。［税効果適用指針改正案
39項］

(3 ) 	 子会社に対する投資に係る連結財務諸表固有の将
来減算一時差異については従前、繰延税金資産を
計上する必須要件の一つとして、子会社株式等の
売却を予測可能な将来の期間に行う意思決定また
は実施計画の存在が定められていたが、本改正案

※10	  �連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益について、税務上
の要件を満たし課税所得計算において当該売却損益を繰り延べる場合（法人税法第
61条の11）。

※11	  法人税等会計基準改正案「コメントの募集及び本公開草案の概要」8ページ
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の要件を満たし課税所得計算において売却損益を
繰り延べる場合は例外とすることが新たに定められ
た。［税効果適用指針改正案22項］

（4）	子会社に対する投資に係る連結財務諸表固有の将
来加算一時差異については従前、繰延税金負債の
計上が必要なくなる要件の一つとして、子会社株
式等の売却を予測可能な将来の期間に行う意思の
不存在を定めていたが、本改正により、たとえ当該
意思が存在していても、本改正案の要件を満たし
課税所得計算において売却損益を繰り延べる場合
においては、当該意思の不存在と同様の取扱いを
することが定められた。［税効果適用指針改正案 23
項］

上記の基準が実際にどのように財務諸表に影響するかを、
事例を用いて確認していきましょう（図表4）。

内容は、グループ法人税制の適用される会社グループの親
会社 Aが完全子会社のBに対して、子会社 Cの株式を売却し
た場合の数値事例です。

個別財務諸表上では売却損益が計上され、その一時差異
に対して法人税等調整額が計上されています。一方で、連結
財務諸表上では親子会社間取引であるため売却損益は相殺
消去されていますが、現行の税効果適用指針に従い税効果
分は消去されず残存しています。

結果的に、税金等調整前当期純利益がゼロであるにもか
かわらず税金費用120が計上され、必ずしも適切に対応して
いないと言えます。

一方で改正後においては、連結上も売却損益・税効果分
の双方が消去され、税金等調整前当期純利益と税金費用が
対応しています。

3.2　課題

本公開草案の適用に伴い、従前と会計処理が変更になり
ますので、注意が必要です。また、結果的にではありますが、
連結上の不整合が解消したものの、連結と単体の不整合が
発生することになります。この点、会計処理を行う際に関係
者同士でしっかりと意思疎通しておくことが必要になります。

4	 適用時期・経過措置

（1）適用時期
本公開草案は、2024 年 4 月1日以後開始する連結会計年

度および事業年度の期首から適用が始まり、2023年4月1日
以後開始する連結会計年度および事業年度の期首から早期
適用することができるとされています（図表 5、法人税等会
計基準改正案20-2項、包括利益会計基準改正案16-5項、税
効果適用指針改正案65-2項〔1〕）。

図表4：税効果適用指針の改正後、連結財務諸表に与える影響

前提 ● 親会社 A が100% 子会社 B に対して子会社 Cの株式を売却（簿価 100、売価 500）
● グループ法人税制の適用により親会社 Aの株式売却益に対しての課税は繰り延べられる
● 税率は 30%

個別財務諸表

子会社売却益 400

税引前当期純利益 400

法人税・住民税および事業税 －

法人税等調整額 120

当期純利益 280

連結財務諸表

税金等調整前当期純利益 0

法人税・住民税および事業税 －

法人税等調整額 120

当期純利益 ▲120

連結財務諸表

税金等調整前当期純利益 0

法人税・住民税および事業税 －

法人税等調整額 －

当期純利益 －

個別財務諸表の扱いには変更なし
（売却損益・税効果を認識する）

連結上、売却損益と税金費用
の対応が図られていなかった

従来の課題

連結上、売却損益と税金費用
の対応が図られるようになっ
た。ただし、連結と単体の取
扱いが分離

改正後
改正後

従来
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（2）経過措置
経過措置については、次のように提案されています。「税金

費用の計上区分については、会計方針の変更による累積的
影響額を適用初年度の期首の利益剰余金に加減するととも
に、対応する金額を資本剰余金、評価・換算差額等又はそ
の他の包括利益累計額のうち、適切な区分に加減し、当該期
首から新たな会計方針を適用することができる」※12（法人税

※12	  法人税等会計基準改正案「コメントの募集及び本公開草案の概要」11ページ

等会計基準改正案20-3項）。
一方でグループ法人税制に係る改正については、「特段の

経過的な取扱いを定めない」としています※13（税効果適用指
針改正案 163 項〔2〕）。その理由として、「本公開草案の対象
となる取引は、売却元企業の税務申告書に譲渡損益調整勘
定等として記載されているため、過去の期間における対象取
引の把握は可能と考えられる」こと、および従来の実務にお
いても税効果会計の適用の観点から、「購入側の企業におけ
る再売却等についての意思の有無」を捕捉してできていたと
考えられ、「遡及適用が困難となる可能性は低いと考えられ
る」ことが挙げられています。

※13	  法人税等会計基準改正案「コメントの募集及び本公開草案の概要」12ページ
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図表5：本公開草案の適用時期・改正項目・経過措置

2022年4月〜 2022年4月〜 2024年4月 2025年4月

（確定見込み） 早期適用 適用 適用

改正項目 経過措置

税金費用の区分 遡及適用を行わないことができる

グループ法人税制における税効果 特に経過措置を設けない（遡及適用）
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2030年のSX戦略
―課題解決と利益を両立させる

次世代サステナビリティ経営の要諦

会社法計算書類の実務 
―作成・開示の総合解説（第14版）

税効果会計の実務ガイドブック
―基本・応用・IFRS対応

近年の気候変動や人権、生物多様性といった企業を取り巻くサ
ステナビリティアジェンダの広がりに伴い、それらに対応する国際
的な規制の策定や見直しが進展し、多くの企業にとってサステナビ
リティ経営の推進は喫緊の課題となっています。日本企業において
もサステナビリティ経営に向けた変革である「サステナビリティ・
トランスフォーメーション（SX）」への関心が高まり、長期的な成長
に不可欠な経営課題として検討が始まっています。

2021 年 4 月刊行の『SXの時代』では、サステナビリティ経営の
全体像や、「トレードオフからトレードオン」にビジネスモデルを転
換する具体的な取り組みを豊富な事例とともに紹介したもので、企
業の経営トップの方々からも大きな反響をいただきました。その一
方で、「いつまでに何をすればいいのかより具体的に知りたい」と
いったご要望もいただきました。

本書では 2030 年までの近い未来に、サステナビリティ領域にお
いて起こり得る世の中の動きを業界別に示し、未来のサステナビリ
ティ経営の指針となり得る2つのフレームワークとして、「サステナ
ビリティの未来シナリオ」と、投資判断の考え方である「SXの方程
式」を提示します。
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● リアルタイムなアップデートとパーソナライズ
ユーザーが登録した好みを中心にコンテンツが整理されま
すが、Viewpointを使えば使うほど、ユーザーに最適な情
報をタイムリーに提供します。

● 直感的な検索機能（予測変換）
よく検索される用語に基づいて、おすすめの用語やガイ
ダンスが表示され、必要な情報にすばやくアクセスでき
ます。

● �PwCの専門家によって編集されたコンテンツ
ページ

コンテンツページを閲覧しているときに、サイドパネル上
で関連リンクを見ることができます。また、ユーザーが最
初にアクセスするページにホットトピックを集め、関連す
るニュースや解説資料をワンストップで探すことができま
す。

● メニューナビゲーション
クリック数を最低限に抑えて、人気コンテンツにアクセ
スできます。

Viewpoint
会計・監査に関するPwCの総合情報サイト

Viewpointとは、これまでのInformに置き換わる、会計・監査に関する情報を提供する
PwCのグローバルのデジタル・プラットフォームです。Viewpointは、IFRS関連情報が中
心ですが、US GAAP（米国会計基準）、日本基準についても取り上げています。
Viewpointには、日本サイト（日本語）だけでなく、GlobalサイトやUSサイトもあります。

Viewpointの特徴（今後の新機能）のご紹介

▼直感的な検索機能（予測変換）

▼PwCの専門家によって編集されたコンテンツページ
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いつでも、どこでも、Viewpointは
あなたに最適な情報をお届けします。

外出先で
Viewpointは、モバイルや

タブレット、PCで検索履歴などを
共有し、シームレスに連携します。

また、タイムリーに更新された
情報に容易にアクセス

できます。

オフィスや自宅で
直感的なインターフェースと

ナビゲーションにより、必要な情報を
容易に見つけることができます。
検索に役立つ予測検索機能は、

必要なときに必要なものを
見つけるのに役立ちます。

チーム内で
SNSなどでのコンテンツ共有機能を

使って、チームのメンバー同士で
瞬時にPwCのインサイトを共有し、

スピード感をもって、重要な
トピックを把握することが

できます。

Viewpointには、次の3つのコンテンツがあります。
Viewpointのコンテンツ

無料コンテンツ

IFRSの速報や速報解説な
ど、どなたでもご覧いただ
けるコンテンツです。

無料登録会員コンテンツ
（Viewpointサイト上で登録可能）

IFRSおよび日本基準の比較、
IFRSに基づく連結財務諸表の
ひな型など、PwCのナレッジ
を集約したコンテンツです。

有料会員コンテンツ

IFRS基準書やPwC IFRS
マニュアル、詳細解説など
IFRSに関する詳細なガイ
ダンスです。

● ニュースレターご登録
Viewpoint 日本サイトでは、更新情報や便利な機能のご紹介など、E-Mailで無料にて 
お届けするニュースレターを月1回無料で配信しています。是非ご登録ください。

ニュースレター 新規登録
https://forms.jp.pwc.com/public/application/add/329

Viewpointの特徴のひとつであるパーソナライズを有効に使うため、
まずは無料登録会員の登録からはじめましょう。

https://viewpoint.pwc.com/jp/ja.html

PwCあらた有限責任監査法人  Viewpoint事務局
E-mail: jp_aarata_viewpoint-mbx@pwc.com

コンタクト
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海外PwC日本語対応コンタクト一覧
PwCは、全世界156カ国、29万人以上のスタッフによるグローバルネットワークを生かし、	
クライアントの皆さまを支援しています。ここでは各エリアの代表者をご紹介いたします。

担当国・地域 写真 担当者名 電話番号 メールアドレス

アジア太平洋

中国大陸および香港 高橋 忠利 Tadatoshi Takahashi +86-139-198-9251 toshi.t.takahashi@cn.pwc.com

中国（華中・華北） 吉田 将文 Masafumi Yoshida +86-150-27-756 masafumi.g.yoshida@cn.pwc.com

中国（華南・香港・
マカオ） 柴 良充 Yoshimitsu Shiba +852-2289-1481 yoshimitsu.shiba@hk.pwc.com

台湾 奥田 健士 Kenji Okuda +886-2-2729-6115 kenji.okuda@pwc.com

韓国 原山 道崇 Michitaka Harayama +82-10-6404-5245 michitaka.h.harayama@pwc.com

シンガポール・ミャンマー 平林 康洋 Yasuhiro Hirabayashi +65-9627-3441 hiro.hirabayashi@pwc.com

マレーシア 杉山 雄一 Yuichi Sugiyama +60-3-2173-1191 yuichi.sugiyama@pwc.com

タイ・カンボジア・ラオス 魚住 篤志 Atsushi Uozumi +66-2-844-1157 atsushi.uozumi@pwc.com

ベトナム 今井 慎平 Shimpei Imai +84-90-175-5377 shimpei.imai@pwc.com

インドネシア 菅原 竜二 Ryuji Sugawara +62-21-5212901 ryuji.sugawara@pwc.com

フィリピン 東城 健太郎 Kentaro Tojo +63-2-8459-2065 kentaro.tojo@pwc.com

オーストラリア・ 
ニュージーランド 江川 竜平 Ryohei Ekawa +61-401-714-174 ryohei.a.ekawa@pwc.com

インド・バングラデシュ・
ネパール・スリランカ 座喜味 太⼀ Taichi Zakimi +91-6366-440227 taichi.z.zakimi@pwc.com

欧州・アフリカ

英国 小堺 亜木奈 Akina Kozakai +44-7483-391-093 akina.a.kozakai@pwc.com

フランス 猪又 和奈 Kazuna Inomata +33-1-5657-4140 kazuna.inomata@avocats.pwc.com

ドイツ 藤村 伊津 Itsu Fujimura +49-211-981-7270 itsu.x.fujimura-hendel@pwc.com

オランダ 新井 赫 Akira Arai +31-61-890-9968 akira.a.arai@pwc.com

ルクセンブルク 又木 直人 Naoto Mataki +352-621-333-735 naoto.m.mataki@pwc.com

スイス 佐藤 晃嗣 Akitsugu Sato +41-58-792-1762 sato.akitsugu@pwc.ch

ベルギー・中東欧全域・
ロシア 森山 進 Steve Moriyama +32-2-710-7432 steve.moriyama@pwc.com

米州

カナダ 北村 朝子 Asako Kitamura +1-604-806-7101 asako.kitamura-redman@pwc.com

米国 椎野 泰輔 Taisuke Shiino +1-347-326-1264 taisuke.shiino@pwc.com

メキシコ 志村 博 Hiroshi Shimura +52-1-55-6965-6226 hiroshi.s.shimura@pwc.com

（2022年7月1日現在）

日本企業の海外事業支援の詳細はWebをご覧ください。
https://www.pwc.com/jp/ja/issues/globalization.html






